
2 本人確認等のために必要としている戸籍謄本等の提出の見直し 

勧告 説明図表番号 

(1) 関連制度等

申請手続等において、添付書類により申請者が本人であることの確認（以下

「本人確認」という。）等を行うものがあり、本人確認等に利用されている主な

文書としては、戸籍謄本等、住民票及び身分証明書がある。 

ア 戸籍謄本等

戸籍は、人の出生から死亡に至るまでの親族関係を登録・公証するもので、

日本国民について編製され、日本国籍を公証する唯一の制度とされており、

戸籍法（昭和22年法律第224号）第1条第1項に基づき、本籍地の市町村長が

編製している。戸籍には、「本籍」「氏名」「出生の年月日」「戸籍に入った原

因及び年月日」「実父母の氏名及び実父母との続柄」「養子であるときは養親

の氏名及び養親との続柄」「夫婦については夫又は妻である旨」「他の戸籍か

ら入った者についてはその戸籍の表示」等（注）が記載されている。戸籍は

日本国民である限り編製され、戸籍簿から除かれた戸籍がつづられる除籍簿

については、戸籍法施行規則（昭和22年司法省令第94号）第5条第4項により、

150年間保存することとされている。 

戸籍謄本等の交付手数料は、各市町村の条例で定められており、条例が準

拠している地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成12年政令第16

号）では、一通につき450円とされている。 

また、交付請求先は本籍地の市町村であるため、住所地の市町村と異なる

場合には、郵送による申請が必要であるなど一定の負担が発生する。 

（注）そのほか、平成12年4月の成年後見制度施行以前に禁治産・準禁治産の宣告を受け

ている旨が記載されている（本人が戸籍から後見登記等ファイルへ移行申請を行っ

ている場合を除く。）。 

イ 住民票

住民票（住民基本台帳）は、住民の居住関係を公証するものとされ、住民

基本台帳法（昭和42年法律第81号）第5条に基づき、市町村長が作成してい

る。日本国民であっても、日本国外に転出した場合には、住民票は作成され

ない。住民票には、「氏名」「出生の年月日」「男女の別」「本籍地」「住所」

等が記載されている。 

住民票の写しの交付手数料は、各市町村の条例で定められており、当省が

把握できた範囲においては、おおむね300円程度となっている。 

住民票の写しは、①交付手数料が戸籍謄本等より安価であること、②住所

地の市町村に交付の申請ができることから、本籍地の市町村に交付の申請を

しなければならない戸籍謄本等に比べて容易に取得できる。 

ウ 本籍地の市町村長が発行している身分証明書

表 2－ (1)－ア－

①、②

表2－(1)－ア－③ 

表2－(1)－ア－④ 

表2－(1)－イ－① 

表2－(1)－イ－②
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身分証明書は、禁治産・準禁治産宣告、後見登記、破産宣告の通知を受け

ていないことを証明するものとされ、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

2条第2項に基づき、本籍地の市町村長が作成している。身分証明書には、禁

治産・準禁治産宣告等の通知を受けていないことのほか、氏名、生年月日及

び本籍地が記載されている。 

身分証明書の交付手数料は、各市町村の条例で定められており、当省が把

握できた範囲においては、おおむね300円から600円程度となっている。 

 

(2) 調査結果 

今回、申請手続等のうち、国家資格の登録申請や事業の許可等の手続を把握

し、戸籍謄本等の提出が必要な75手続全て（親族関係の身分関係を把握するな

どのために戸籍謄本等の提出を必要としていることが明らかな手続は除く。）

について、戸籍謄本等の提出を必要とする理由及び戸籍謄本等による確認内容

を調査した。 

また、戸籍謄本等の提出の必要性を検討する観点から、本籍記載のある住民

票の写しの提出が必要な135手続のうち49手続、本籍記載のない住民票の写し

の提出が必要な97手続のうち31手続、戸籍謄本等及び住民票の写しの提出が不

要な136手続のうち50手続について、戸籍謄本等の提出を不要としていること

による支障の有無等を調査した。 

その結果、戸籍謄本等の提出が必要な75手続については、次のとおり、戸籍

謄本等でしか対応できないと考えられる手続がある一方、必ずしも戸籍謄本等

の提出が必要でないと考えられる手続がみられた。 

 

ア 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手

続（14手続） 

戸籍謄本等による確認内容に基づき手続を区分すると次のとおりである。 

① 本人確認のため、「氏名」「生年月日」及び「本籍地」（以下、これらを

総称して「3情報」という。）を確認している手続【公有水面埋立免許の申

請等9手続】 

② 本人確認のため及び欠格事由のうち犯歴（注）を本籍地の市町村に照会

するため、3情報を確認している手続【軽油引取税における元売業者の指

定の申請、港湾運送事業の許可の申請等4手続】 

（注）禁錮以上の刑に処せられた者であって、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなってから3年を経過しない者等 

③ 本人確認のため及び所在不明となった名簿登録者の現住所を本籍地の

市町村に照会するため、3情報を確認している手続【海事補佐人の登録の

申請1手続】 

 

一方、上記手続と同様の内容を確認している手続の中には、戸籍謄本等の

提出を求めることなく、本籍記載のある住民票の写しにより本人確認等を行

表 2－ (1)－ウ－

①、② 

 

 

 

 

 

 

 

表2－(2)－①、② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2－(2)－ア 

 

 

表 2－(2)－ア－ⅰ

～ⅺ 
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っている手続（司法書士の登録の申請、栄養士免許の申請等）があり、これ

らの手続においては、本人確認等に特段の支障は認められなかった。 

これらを踏まえると、ⅰ）本人確認のため、ⅱ）犯歴照会のため及びⅲ）

所在不明となった名簿登録者の現住所を本籍地の市町村に照会するため、3

情報を確認している上記手続については、本籍記載のある住民票の写しによ

り、必要な確認を行うことが可能と考えられる。 

なお、本人確認のために「本籍地」を確認することについては、本籍地は、

国民が海外に転出した場合にも日本国民である限りは維持されることなど

から、厳格に本人を特定する上で一定の意義があると考えられる。 

 

イ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本

籍記載のある住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考

えられる手続（26手続） 

試験申込等から登録申請までの間に婚姻等により「氏名」又は「本籍地」

の変更が生じた場合、戸籍謄本等により変更前後の「氏名」等を確認してい

る手続があったが、これらの手続は、「氏名」等に変更が生じていない者に

も戸籍謄本等の提出を求めている。 

戸籍謄本等による確認内容に基づき手続を区分すると次のとおりである。 

① 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請ま

での間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認してい

る手続【登録政治資金監査人の登録の申請、医師免許の申請等19手続】 

② 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請ま

での間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認してい

る手続で、禁治産・準禁治産宣告等の通知を受けていないことを確認する

ため、戸籍謄本等のほかに、身分証明書の提出も求めている手続【行政書

士の登録の申請、税理士の登録の申請2手続】 

③ 登録時に、本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、

3情報を確認している手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等

による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続【獣医師

免許の申請等2手続】 

④ 登録時に、本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、

3情報を確認している手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等

による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続。その上、

禁治産・準禁治産宣告等の通知を受けていないことを確認するため、戸籍

謄本等のほかに、身分証明書の提出も求めている手続【公認会計士の開業

登録の申請等3手続】 

 

しかし、上記の本人確認等のために確認している3情報については、前述

のとおり、本籍記載のある住民票の写しにより、必要な確認を行うことが可

能である。 
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また、試験申込等から登録申請までの間に婚姻等による「氏名」又は「本

籍地」の変更があった場合、変更前後の「氏名」又は「本籍地」については、

戸籍謄本等でのみ確認可能であるが、変更のない者が大多数であると考えら

れる。上記手続と同様の内容を確認している手続の中には「氏名」又は「本

籍地」の変更がある者のみ戸籍謄本等の提出を求めている手続（柔道整復師

免許の申請、歯科衛生士免許の申請、あん摩マッサージ指圧師免許の申請等）

があり、これらの手続においては、確認に特段の支障は認められなかった。 

そのほか、上記手続と同様の内容を確認している手続の中には、戸籍謄本

等の提出を求めることなく、別途提出を求めている身分証明書により本人確

認を行っている手続（貸金業取扱主任者の登録の申請）があり、当該手続に

おいては、本人確認に特段の支障は認められなかった。 

これらを踏まえると、上記手続については、「氏名」又は「本籍地」の変

更がある者のみ戸籍謄本等の提出を求めることは可能と考えられる。 

 

ウ 戸籍謄本等の提出を求めることに一定の合理性があると考えられる手続

（35手続） 

「日本国籍を有していること」、「禁治産者・準禁治産者でないこと」、「親

子関係等があること」といった欠格事由等に該当していないことを確認する

ため、戸籍謄本等の提出を求める手続【自動車運転代行業の認定の申請、公

証人の任命の申請、美術品の登録の申請、騎手免許の申請、耐空検査員の認

定の申請等35手続】があった。これらは戸籍謄本等でのみ確認が可能である

ため、戸籍謄本等の提出を求めることについて、一定の合理性があると認め

られた。 

 

（今後の課題） 

政府においては、行政手続コスト削減の観点から、規制改革、行政手続の簡

素化、IT化を一体的に進めることとしている。また、行政上の各種システムの

構築や個人番号カード等の普及・高度化など申請手続等に関連するIT基盤の状

況は、急速に変化している。 

前述のとおり、厳格な本人確認として本籍地を確認することには一定の意義

がある。他方、本籍地を確認しなくても、本人確認として手続の要件を満たす

ことができるのであれば、住民票の写し等の提出を不要とし、住民基本台帳ネ

ットワークや個人番号カード・公的個人認証の仕組み等を通じて得られる「氏

名」「出生の年月日」「男女の別」「住所」等の情報で本人確認を行うことで、

申請者側の負担のみならず、添付書類の審査を行う行政側の負担軽減が見込ま

れる。 

今後、各種申請手続における本人確認については、本籍情報の取得を当然の

前提とすることなく、行政手続コスト削減等に取り組むことが適当である。 
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【所見】 

したがって、関係府省は、戸籍謄本等の提出を求めている手続について、申請

者の負担軽減を図る観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 本籍記載のある住民票の写しで本人確認等が可能である手続については、

法令を改正するなどして、戸籍謄本等の提出を不要とし、本籍記載のある住

民票の写しで本人確認等を行うこと。（総務省、国土交通省） 

② 試験申込等から登録申請までの間の「氏名」等の変更の有無を確認するた

め戸籍謄本等の提出を求めている手続については、法令を改正するなどして、

「氏名」等の変更がある者のみ戸籍謄本等を求め、変更がない者については、

本籍記載のある住民票の写し又は身分証明書で本人確認等を行うこと。（金融

庁、総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省） 
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表 2－(1)－ア－① 戸籍法（昭和 22 年法律第 224号）＜抜粋＞ 

 

第 1条 戸籍に関する事務は、市町村長がこれを管掌する。 

2 （略） 

 

第 6条 戸籍は、市町村の区域内に本籍を定める一の夫婦及びこれと氏を同じくする子ごとに、これ

を編製する。ただし、日本人でない者（以下「外国人」という。）と婚姻をした者又は配偶者がな

い者について新たに戸籍を編製するときは、その者及びこれと氏を同じくする子ごとに、これを編

製する。 

 

第 7条 戸籍は、これをつづつて帳簿とする。 

 

第 12 条 一戸籍内の全員をその戸籍から除いたときは、その戸籍は、これを戸籍簿から除いて別に

つづり、除籍簿として、これを保存する。 

2 （略） 

 

第 13条 戸籍には、本籍の外、戸籍内の各人について、左の事項を記載しなければならない。  

一 氏名  

二 出生の年月日  

三 戸籍に入つた原因及び年月日  

四 実父母の氏名及び実父母との続柄  

五 養子であるときは、養親の氏名及び養親との続柄  

六 夫婦については、夫又は妻である旨  

七 他の戸籍から入つた者については、その戸籍の表示  

八 その他法務省令で定める事項 

 

（注） 下線は当省が付した。 
  

- 9 -



表 2－(1)－ア－② 戸籍謄本（全部事項証明）の記載のひな形 

 

 （６の１） 全 部 事 項 証 明 

本   籍 

 

氏   名 

東京都千代田区平河町一丁目１０番地 

 

甲野 義太郎 

戸籍事項 

  戸籍編製 

  転  籍 

 

【編製日】平成４年１月１０日 

【転籍日】平成５年３月６日 

【従前の記録】 

  【本籍】東京都千代田区平河町一丁目４番地 

戸籍に記録されている者  

【名】義太郎 

 

【生年月日】昭和４０年６月２１日 【配偶者区分】夫 

【父】甲野幸雄 

【母】甲野松子 

【続柄】長男 

身分事項 

  出  生 

   

 

 

婚  姻 

   

 

養子縁組 

   

 

 

 

認  知 

 

【出生日】昭和４０年６月２１日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】昭和４０年６月２５日 

【届出人】父 

【婚姻日】平成４年１月１０日 

【配偶者氏名】乙野梅子 

【従前戸籍】東京都千代田区平河町一丁目４番地 甲野幸雄 

【縁組日】平成３３年１月１７日 

【共同縁組者】妻 

【養子氏名】乙川英助 

【送付を受けた日】平成３３年１月２０日 

【受理者】大阪市北区長 

【認知日】平成３５年１月７日 

【認知した子の氏名】丙山信夫 

【認知した子の戸籍】千葉市中央区千葉港５番地 丙山竹子 

戸籍に記録されている者  

【名】梅子 

 

【生年月日】昭和４１年１月８日 【配偶者区分】妻 

【父】乙野忠治 

【母】乙野春子 

【続柄】長女 

身分事項 

  出  生 

 

【出生日】昭和４１年１月８日 

  
 

（注）戸籍法施行規則第 24号附録から抜粋した。 
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表 2－(1)－ア－③ 戸籍法施行規則（昭和 22年司法省令第 94号）＜抜粋＞ 

  

第 5条 除籍簿は、年ごとにこれを別冊とし、丁数を記入し、その表紙に「平成何年除籍簿」と記載

しなければならない。  

2 前条第二項の規定は、各年度の除籍簿にこれを準用する。  

3 市町村長は、相当と認めるときは、数年度の除籍簿を一括してつづることができる。この場合に

は、更に表紙をつけ、「自平成何年至平成何年除籍簿」と記載しなければならない。  

4 除籍簿の保存期間は、当該年度の翌年から百五十年とする。 

 

（注） 下線は当省が付した。 
 
 
 
表 2－(1)－ア－④ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成 12年政令第 16号）＜抜粋＞ 

 

地方自治法第二百二十八条第一項の手数料について全国的に統一して定めることが特に必要と認

められるものとして政令で定める事務（以下「標準事務」という。）は、次の表の上欄に掲げる事務

とし、同項の当該標準事務に係る事務のうち政令で定めるもの（以下「手数料を徴収する事務」とい

う。）は、同表の上欄に掲げる標準事務についてそれぞれ同表の中欄に掲げる事務とし、同項の政令

で定める金額は、同表の中欄に掲げる手数料を徴収する事務についてそれぞれ同表の下欄に掲げる金

額とする。 

標準事務 手数料を徴収する事務 金額 

一～七の二 （略） （略） （略） 

八 戸籍法（昭和二十二年法律第二

百二十四号）第十条第一項及び第十

条の二第一項から第五項まで（これ

らの規定を同法第十二条の二にお

いて準用する場合を含む。）、第四十

八条第一項及び第二項（これらの規

定を同法第百十七条において準用

する場合を含む。）、第百二十条第一

項並びに第百二十六条の規定に基

づく戸籍に関する事務 

1 戸籍法第十条第一項、第十条の二

第一項から第五項まで若しくは第百

二十六条の規定に基づく戸籍の謄本

若しくは抄本の交付又は同法第百二

十条第一項若しくは第百二十六条 
の規定に基づく磁気ディスクをもっ

て調製された戸籍に記録されている

事項の全部若しくは一部を証明した

書面の交付 

一通につき四百五十円 

2～6 （略） （略） 

九～百九 （略） （略） （略） 

  

（注） 下線は当省が付した。 
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表 2－(1)－イ－① 住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）＜抜粋＞ 

 

（住民基本台帳の備付け）  

第 5条 市町村は、住民基本台帳を備え、その住民につき、第七条及び第三十条の四十五の規定によ

り記載をすべきものとされる事項を記録するものとする。 

 

（住民票の記載事項）  

第 7条 住民票には、次に掲げる事項について記載（前条第三項の規定により磁気ディスクをもつて

調製する住民票にあつては、記録。以下同じ。）をする。  

一 氏名  

二 出生の年月日  

三 男女の別  

四 世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続柄  

五 戸籍の表示。ただし、本籍のない者及び本籍の明らかでない者については、その旨  

六 住民となつた年月日  

七 住所及び一の市町村の区域内において新たに住所を変更した者については、その住所を定めた

年月日  

八 新たに市町村の区域内に住所を定めた者については、その住所を定めた旨の届出の年月日（職

権で住民票の記載をした者については、その年月日）及び従前の住所  

八の二 個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平

成二十五年法律第二十七号。以下「番号利用法」という。）第二条第五項に規定する個人番号を

いう。以下同じ。） 

九～十四 （略） 

 

（戸籍の附票の作成）  

第 16 条 市町村長は、その市町村の区域内に本籍を有する者につき、その戸籍を単位として、戸籍

の附票を作成しなければならない。  

2 （略）  

 

（戸籍の附票の記載事項）  

第 17 条 戸籍の附票には、次に掲げる事項について記載（前条第二項の規定により磁気ディスクを

もつて調製する戸籍の附票にあつては、記録。以下同じ。）をする。  

一 戸籍の表示  

二 氏名  

三 住所  

四 住所を定めた年月日 

 

（注） 下線は当省が付した。 
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表 2－(1)－イ－② 住民票の様式例 

 

住民票 

氏名 総務太郎 生年月日 昭和※※年※月※日 

性別 男 住民票コード １２３４５６ 

住所 ○○１丁目△番□号 届出年月日 昭和※※年※月※日 

住民となった年月日 昭和※※年※月※日 

世帯主 総務一郎 続柄 子 

本籍 
□□県△△市○○※丁目※

番※号 
筆頭者 総務一郎 

前住所 □□県△△市○○※丁目※番※号 

 この写しは、住民票の原本と相違ないことを証明する。 

         

平成○年○月○日   △△市長  □□ □□  印 

 

（注）当省の調査結果による。 
 
 
 
表 2－(1)－ウ－① 地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）＜抜粋＞ 

 

第 2条 地方公共団体は、法人とする。  

2 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処

理することとされるものを処理する。  

3～17  （略） 

 

（注） 下線は当省が付した。 
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表 2－(1)－ウ－② 身分証明書の様式例 

 

身分証明書 

 

本 籍    □□県△△市○○※丁目※番※号 

 

本人氏名   総務太郎 

 

生年月日   昭和※※年※月※日 

 

 

１．禁治産又は準禁治産の宣告の通知を受けていない。 

 

２．後見の登記の通知を受けていない。 

 

３．破産宣告又は破産手続開始決定の通知を受けていない。 

 

 

上記のとおり証明する。 

 

平成○年○月○日    △△市長  □□ □□  印 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表2－(2)－①　調査実施手続一覧

No. 所管府省 申請手続名 根拠法令等

①戸籍謄本等の提出が必要な手続(75)

1 警察庁 駐車監視員資格者証の交付の申請 道路交通法(昭和35年法律第105号)

2 警察庁 自動車運転代行業の認定の申請 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律(平成13年法律第57
号)

3 金融庁 公認会計士の開業登録の申請 公認会計士法(昭和23年法律第103号)

4 金融庁 外国公認会計士の開業登録の申請 公認会計士法(昭和23年法律第103号)

5 金融庁 特定社員登録の申請 公認会計士法(昭和23年法律第103号)

6 総務省 行政書士の登録の申請 行政書士法(昭和26年法律第4号)

7 総務省 軽油引取税における元売業者の指定の申請 地方税法(昭和25年法律第226号)

8 総務省 軽油引取税における仮特約業者の指定の申請 地方税法(昭和25年法律第226号)

9 総務省 軽油引取税における特約業者の指定の申請 地方税法(昭和25年法律第226号)

10 総務省 登録政治資金監査人の登録の申請 政治資金規正法(昭和23年法律第194号)

11 法務省 公証人の任命の申請 公証人法(明治41年法律第53号)

12 法務省 更生保護事業に係る寄附金募集の許可の申請 更生保護事業法(平成7年法律第86号)

13 外務省 一般旅券の発給の申請 旅券法(昭和26年法律第267号)

14 財務省 税理士の登録の申請 税理士法(昭和26年法律第237号)

15 文部科学省 美術品の登録の申請 美術品の美術館における公開の促進に関する法律(平成10年法律第99
号)

16 厚生労働省 医師免許の申請 医師法(昭和23年法律第201号)

17 厚生労働省 歯科医師免許の申請 歯科医師法(昭和23年法律第202号)

18 厚生労働省 保健師免許の申請 保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)

19 厚生労働省 助産師免許の申請 保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)

20 厚生労働省 看護師免許の申請 保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)

21 厚生労働省 准看護師免許の申請 保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)

22 厚生労働省 診療放射線技師免許の申請 診療放射線技師法(昭和26年法律第226号)

23 厚生労働省 臨床検査技師免許の申請 臨床検査技師等に関する法律(昭和33年法律第76号)

24 厚生労働省 理学療法士免許の申請 理学療法士及び作業療法士法(昭和40年法律第137号)

25 厚生労働省 作業療法士免許の申請 理学療法士及び作業療法士法(昭和40年法律第137号)

26 厚生労働省 視能訓練士免許の申請 視能訓練士法(昭和46年法律第64号)

27 厚生労働省 臨床工学技士免許の申請 臨床工学技士法(昭和62年法律第60号)

28 厚生労働省 義肢装具士免許の申請 義肢装具士法(昭和62年法律第61号)

29 厚生労働省 歯科技工士免許の申請 歯科技工士法(昭和30年法律第168号)

30 厚生労働省 救急救命士免許の申請 救急救命士法(平成3年法律第36号)

31 厚生労働省 薬剤師免許の申請 薬剤師法(昭和35年法律第146号)

32 厚生労働省 クリーニング師免許の申請 クリーニング業法(昭和25年法律第207号)

33 厚生労働省 販売従事登録(登録販売者)の申請 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律(昭和35年法律第145号)

34 農林水産省 獣医師免許の申請 獣医師法(昭和24年法律第186号)

35 農林水産省 調教師免許の申請(中央競馬) 競馬法(昭和23年法律第158号)
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No. 所管府省 申請手続名 根拠法令等

36 農林水産省 騎手免許の申請(中央競馬) 競馬法(昭和23年法律第158号)

37 農林水産省 調教師免許の申請(地方競馬) 競馬法(昭和23年法律第158号)

38 農林水産省 騎手免許の申請(地方競馬) 競馬法(昭和23年法律第158号)

39 農林水産省 家畜人工授精師免許の申請 家畜改良増殖法(昭和25年法律第209号)

40 国土交通省 船舶に乗り組む衛生管理者の資格の認定の申請 船員法(昭和22年法律第100号)

41 国土交通省 耐空検査員の認定の申請 航空法(昭和27年法律第231号)

42 国土交通省 海事補佐人の登録の申請 海難審判法(昭和22年法律第135号)

43 国土交通省 公有水面埋立免許の申請 公有水面埋立法(大正10年法律第57号)

44 国土交通省 第一種貨物利用運送事業の登録の申請 貨物利用運送事業法(平成元年法律第82号)

45 国土交通省 第二種貨物利用運送事業の許可の申請 貨物利用運送事業法(平成元年法律第82号)

46 国土交通省 一般貨物自動車運送事業の許可の申請 貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

47 国土交通省 一般貨物自動車運送事業に係る輸送の安全に関する業務の管理の受
委託の許可の申請

貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

48 国土交通省 一般貨物自動車運送事業の譲渡し及び譲受けの認可の申請 貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

49 国土交通省 特定貨物自動車運送事業の許可の申請 貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

50 国土交通省 特定貨物自動車運送事業に係る輸送の安全に関する業務の受委託の
許可の申請

貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

51 国土交通省 特定貨物自動車運送事業の譲受けの届出 貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

52 国土交通省 特定第二種貨物利用運送事業者に係る輸送の安全に関する業務の管
理の受委託の許可の申請

貨物自動車運送事業法(平成元年法律第83号)

53 国土交通省 廃油処理事業の許可の申請 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律(昭和45年法律第136号)

54 国土交通省 小型船造船業の登録の申請 小型船造船業法(昭和41年法律第119号)

55 国土交通省 港湾運送事業の許可の申請 港湾運送事業法(昭和26年法律161号)

56 国土交通省 倉庫業の登録の申請 倉庫業法(昭和31年法律第121号)

57 国土交通省 発券倉庫業者の事業の譲渡及び譲受の認可の申請 倉庫業法(昭和31年法律第121号)

58 国土交通省 内航海運業の登録の申請 内航海運業法(昭和27年法律第151号)

59 国土交通省 一般旅客運送事業の許可の申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

60 国土交通省 一般旅客運送事業の管理の受委託の許可の申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

61 国土交通省 一般旅客運送事業の譲渡及び譲受の認可の申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

62 国土交通省 特定旅客運送事業の許可の申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

63 国土交通省 特定旅客運送事業の管理の委託の届出 道路運送法(昭和26年法律第183号)

64 国土交通省 自動車道事業の免許の申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

65 国土交通省 自動車道事業の管理の受委託の許可申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

66 国土交通省 自動車道事業の譲渡及び譲受の認可申請 道路運送法(昭和26年法律第183号)

67 国土交通省 海事代理士の登録の申請 海事代理士法(昭和26年法律第32号)

68 国土交通省 建築士(一級)免許の申請 建築士法(昭和25年法律第202号)

69 国土交通省 建築士(二級、木造)免許の申請 建築士法(昭和25年法律第202号)

70 国土交通省 建築基準適合判定資格者の登録の申請 建築基準法(昭和25年法律第201号)

71 国土交通省 構造計算適合判定資格者の登録の申請 建築基準法(昭和25年法律第201号)

72 国土交通省 鉄道事業の許可の申請 鉄道事業法(昭和61年法律第92号)

73 国土交通省 索道事業の許可の申請 鉄道事業法(昭和61年法律第92号)

74 国土交通省 自動車ターミナル事業の許可の申請 自動車ターミナル法(昭和34年法律第136号)

75 国土交通省 自動車ターミナル事業の譲渡及び譲受けの認可の申請 自動車ターミナル法(昭和34年法律第136号)
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No. 所管府省 申請手続名 根拠法令等

②本籍記載のある住民票の写しの提出が必要な手続(49)

1 警察庁 銃砲又は刀剣類の所持の許可の申請 銃砲刀剣類所持等取締法(昭和33年法律第6号)

2 警察庁 技能検定の受験の申請 銃砲刀剣類所持等取締法(昭和33年法律第6号)

3 警察庁 射撃教習を受ける資格の認定の申請 銃砲刀剣類所持等取締法(昭和33年法律第6号)

4 警察庁 猟銃又は空気銃の射撃練習を行う資格の認定の申請 銃砲刀剣類所持等取締法(昭和33年法律第6号)

5 警察庁 風俗営業の許可の申請 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

6 警察庁 店舗型性風俗特殊営業開始の届出 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

7 警察庁 無店舗型性風俗特殊営業開始の届出 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

8 警察庁 映像送信型性風俗特殊営業開始の届出 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

9 警察庁 店舗型電話異性紹介営業開始の届出 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

10 警察庁 無店舗型電話異性紹介営業開始の届出 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

11 警察庁 特定遊興飲食店営業の許可の申請 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

12 警察庁 深夜における酒類提供飲食店営業開始の届出 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第
122号)

13 金融庁、
農林水産省

農林中央金庫代理業の許可の申請 農林中央金庫法(平成13年法律第93号)

14 法務省 民間紛争解決手続の業務の認証の申請 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律(平成16年法律第151
号)

15 法務省 司法書士の登録の申請 司法書士法(昭和25年法律第197号)

16 法務省 土地家屋調査士の登録の申請 土地家屋調査士法(昭和25年法律第228号)

17 法務省 弁護士法第5条に基づく弁護士となる資格の認定の申請 弁護士法(昭和24年法律第205号)

18 文部科学省 教員資格認定試験の受験の申請 教育職員免許法(昭和24年法律第147号)

19 厚生労働省 あん摩マッサージ指圧師免許の申請 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律(昭和22
年法律第217号)

20 厚生労働省 はり師免許の申請 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律(昭和22
年法律第217号)

21 厚生労働省 きゅう師免許の申請 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律(昭和22
年法律第217号)

22 厚生労働省 栄養士免許の申請 栄養士法(昭和22年法律第245号)

23 厚生労働省 言語聴覚士免許の申請 言語聴覚士法(平成9年法律第132号)

24 厚生労働省 歯科衛生士免許の申請 歯科衛生士法(昭和23年法律第204号)

25 厚生労働省 柔道整復師免許の申請 柔道整復師法(昭和45年法律第19号)

26 厚生労働省 製菓衛生師免許の申請 製菓衛生師法(昭和41年法律第115号)

27 厚生労働省 調理師免許の申請 調理師法(昭和33年法律第147号)

28 厚生労働省 衛生管理者免許の申請(「免許試験合格通知書」を交付されていない
者)

労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)

29 厚生労働省 クレーン・デリック運転士免許の申請(「免許試験合格通知書」を交
付されていない者)

労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)

30 厚生労働省 技能講習(木材加工用機械作業主任者)の受講の申請 労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)

31 厚生労働省 技能講習(有機溶剤作業主任者)の受講の申請 労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)

32 厚生労働省 技能講習(フォークリフト運転技能講習修了者)の受講の申請 労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)

33 農林水産省、
経済産業省

商品先物取引仲介業者の登録の申請 商品先物取引法(昭和25年法律第239号)

34 経済産業省 日本競輪学校入学試験(競輪選手)の受験の申請 自転車競技法(昭和23年法律第209号)

35 経済産業省 電気主任技術者免状の交付の申請 電気事業法(昭和39年法律第170号)

36 経済産業省 ダム水路主任技術者免状の交付の申請 電気事業法(昭和39年法律第170号)

37 経済産業省 ボイラー・タービン主任技術者免状の交付の申請 電気事業法(昭和39年法律第170号)

38 経済産業省、
環境省

引取業者の登録の申請 使用済自動車の再資源化等に関する法律(平成14年法律第87号)

39 国土交通省 建築設備士の登録の申請 建築士法(昭和25年法律第202号)
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No. 所管府省 申請手続名 根拠法令等

40 国土交通省 動力車操縦者免許の申請 動力車操縦者運転免許に関する省令(昭和31年運輸省令第43号)

41 環境省 臭気判定士免状の交付の申請 悪臭防止法(昭和46年法律第91号)

42 環境省 核燃料取扱主任者試験の受験の申請 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(昭和32年法
律第166号)

43 環境省 原子炉主任技術者試験(筆記試験)の受験の申請 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(昭和32年法
律第166号)

44 環境省 放射線取扱主任者免状の交付の申請 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律(昭和32年法
律第167号)

45 環境省 浄化槽清掃業の許可の申請 浄化槽法(昭和58年法律第43号)

46 環境省 浄化槽管理士免状の交付の申請 浄化槽法(昭和58年法律第43号)

47 環境省 技術管理者証の交付の申請 土壌汚染対策法(平成14年法律第53号)

48 環境省 産業廃棄物収集運搬業の許可の申請 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)

49 環境省 特別管理産業廃棄物処分業の許可の申請 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)
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No. 所管府省 申請手続名 根拠法令等

③本籍記載のない住民票の写しの提出が必要な手続(31)

1 金融庁 貸金業務取扱主任者の登録の申請 貸金業法(昭和58年法律第32号)

2 金融庁 金融商品取引業の登録の申請 金融商品取引法 (昭和23年法律第25号)

3 金融庁 適格機関投資家等特例業務に係る届出 金融商品取引法 (昭和23年法律第25号)

4 金融庁 外務員の登録の申請 金融商品取引法 (昭和23年法律第25号)

5 金融庁 金融商品仲介業の登録の申請 金融商品取引法 (昭和23年法律第25号)

6 総務省 工事担任者資格者証の交付の申請 電気通信事業法(昭和59年法律第86号)

7 総務省 電気通信主任技術者資格者証の交付の申請 電気通信事業法(昭和59年法律第86号)

8 総務省 無線従事者免許の申請 電波法(昭和25年法律第131号)

9 法務省 公証人の書記の申請 公証人法(明治41年法律第53号)

10 財務省 塩製造業の登録の申請 塩事業法(平成8年法律第39号)

11 財務省 塩特定販売業の登録の申請 塩事業法(平成8年法律第39号)

12 財務省 特殊用塩特定販売業の届出 塩事業法(平成8年法律第39号)

13 財務省 塩事業センターの業務の一部委託の承認の申請 塩事業法(平成8年法律第39号)

14 財務省 酒類の製造免許の申請 酒税法(昭和28年法律第6号)

15 財務省 酒母等の製造免許の申請 酒税法(昭和28年法律第6号)

16 財務省 酒類の販売業免許の申請 酒税法(昭和28年法律第6号)

17 財務省 製造たばこの特定販売業の登録の申請 たばこ事業法(昭和59年法律第68号)

18 財務省 製造たばこの小売販売業の許可の申請 たばこ事業法(昭和59年法律第68号)

19 財務省 通関業の許可の申請 通関業法(昭和42年法律第122号)

20 文部科学省 学芸員資格認定の受験の申請 博物館法(昭和26年法律第285号)

21 厚生労働省 喀痰吸引等業務の登録の申請 社会福祉士及び介護福祉士法(昭和62年法律第30号)

22 経済産業省 火薬類製造保安責任者試験の受験の申請 火薬類取締法(昭和25年法律第149号)

23 経済産業省 火薬類取扱保安責任者試験の受験の申請 火薬類取締法(昭和25年法律第149号)

24 経済産業省 小型自動車競走審判員資格検定受検の申請 小型自動車競走法(昭和25年法律第208号)

25 経済産業省 小型自動車競走選手養成所入所試験の受験の申請 小型自動車競走法(昭和25年法律第208号)

26 経済産業省 採石業務管理者(採石業)の登録の申請 採石法(昭和25年法律第291号)

27 経済産業省 砂利採取業務主任者(砂利採取業)の登録の申請 砂利採取法(昭和43年法律第74号)

28 経済産業省 競輪審判員資格検定受検の申請 自転車競技法(昭和23年法律第209号)

29 国土交通省 宅地建物取引士の登録の申請 宅地建物取引業法(昭和27年法律第176号)

30 国土交通省 通訳案内士の登録の申請 通訳案内士法(昭和24年法律第210号)

31 国土交通省 旅行業又は旅行業代理業の登録の申請 旅行業法(昭和27年法律第239号)
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④戸籍謄本等及び住民票の写しの提出が不要な手続(50)

1 警察庁 射撃指導員の指定の申請 銃砲刀剣類所持等取締法(昭和33年法律第6号)

2 消費者庁 消費生活相談員資格試験の受験の申請 消費者安全法(平成21年法律第50号)

3 総務省 防火管理者の選任の届出 消防法(昭和23年法律第186号)

4 総務省 消防設備士免状の交付の申請 消防法(昭和23年法律第186号)

5 総務省 防災管理者の選任の届出 消防法(昭和23年法律第186号)

6 総務省 危険物取扱者免状の交付の申請 消防法(昭和23年法律第186号)

7 総務省 自衛消防組織統括管理者となるための自衛消防業務講習の受講等の
申請

消防法(昭和23年法律第186号)

8 総務省 消防設備点検資格者講習の受講等の申請 消防法(昭和23年法律第186号)

9 総務省 防火対象物点検資格者講習の受講等の申請 消防法(昭和23年法律第186号)

10 総務省 防災管理点検資格者講習の受講等の申請 消防法(昭和23年法律第186号)

11 法務省 申請等取次者の承認・届出 出入国管理及び難民認定法施行規則(昭和56年法務省令第54号)

12 財務省 通関士の確認に係る届出 通関業法(昭和42年法律第122号)

13 文部科学省 技術士・技術士補の登録の申請 技術士法(昭和58年法律第25号)

14 文部科学省 社会教育主事講習の受講申込 社会教育法(昭和24年法律第207号)

15 文部科学省 司書・司書補講習の受講の申請 図書館法(昭和25年法律第118号)

16 文部科学省 学校図書館司書教諭講習の受講の申請 学校図書館法(昭和28年法律第185号)

17 厚生労働省 医薬品店舗販売業の許可の申請 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律(昭和35年法律第145号)

18 厚生労働省 高度管理医療機器等営業所管理者設置(高度管理医療機器等の販売業
又は貸与業の許可)の申請

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律(昭和35年法律第145号)

19 厚生労働省 医療機器修理責任技術者設置(医療機器の修理業の許可)の申請 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律(昭和35年法律第145号)

20 厚生労働省 介護支援専門員証の交付の申請 介護保険法(平成9年法律第123号)

21 厚生労働省 看護師等確保推進者設置の届出 看護師等の人材確保の促進に関する法律(平成4年法律第86号)

22 厚生労働省 職業訓練指導員免許の申請 職業能力開発促進法(昭和44年法律第64号)

23 厚生労働省 技能検定(技能士)受検の申請 職業能力開発促進法(昭和44年法律第64号)

24 厚生労働省 食鳥処理衛生管理者設置の届出 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律(平成2年法律第70
号)

25 厚生労働省 食品衛生管理者設置の届出 食品衛生法(昭和22年法律第233号)

26 厚生労働省 毒物・劇物販売業の登録の申請 毒物及び劇物取締法(昭和25年法律第303号)

27 厚生労働省 毒物劇物取扱責任者設置の届出 毒物及び劇物取締法(昭和25年法律第303号)

28 厚生労働省 受胎調節実地指導員の指定の申請 母体保護法(昭和23年法律第156号)

29 厚生労働省 向精神薬取扱責任者設置の届出 麻薬及び向精神薬取締法(昭和28年法律第14号)

30 厚生労働省 旅館業の許可の申請 旅館業法(昭和23年法律第138号)

31 農林水産省 家畜商免許の申請 家畜商法(昭和24年法律第208号)

32 農林水産省 飼料製造管理者設置の届出 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律(昭和28年法律第35
号)

33 農林水産省 林業普及指導員資格試験の受験の申請 森林法(昭和26年法律第249号)

34 農林水産省 農業協同組合監査士資格試験の受験の申請 農業協同組合法(昭和22年法律第132号)

35 農林水産省 遊漁船業者の登録の申請 遊漁船業の適正化に関する法律(昭和63年法律第99号)

36 経済産業省 液化石油ガス設備士免状の交付の申請 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律(昭和42年
法律第149号)

37 経済産業省 ガス主任技術者免状の交付の申請 ガス事業法(昭和29年法律第51号)

38 経済産業省 高圧ガス製造保安責任者免状の交付の申請 高圧ガス保安法(昭和26年法律第204号)

39 経済産業省 高圧ガス販売主任者免状の交付の申請 高圧ガス保安法(昭和26年法律第204号)

40 経済産業省 保安管理者(鉱山保安法に基づく)の選任の届出 鉱山保安法(昭和24年法律第70号)
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41 経済産業省 作業監督者(鉱山保安法に基づく)の選任の届出 鉱山保安法(昭和24年法律第70号)

42 経済産業省 保安管理者(深海底鉱業暫定措置法に基づく)の選任の届出 深海底鉱業暫定措置法(昭和57年法律第64号)

43 経済産業省 作業監督者(深海底鉱業暫定措置法に基づく)の選任の届出 深海底鉱業暫定措置法(昭和57年法律第64号)

44 経済産業省 ガス消費機器設置工事監督者資格講習の受講の申請 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律(昭和54年法律第33
号)

45 国土交通省 管理主任技術者(ダム)の設置の届出 河川法(昭和39年法律第167号)

46 国土交通省 一般建設業の許可の申請 建設業法(昭和24年法律第100号)

47 環境省 環境カウンセラーの登録の申請 環境カウンセラー登録制度実施規程(平成8年9月5日環境庁官告示)

48 環境省 狩猟免許の申請 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律(平成14年法律
第88号)

49 環境省 一般廃棄物収集運搬業の許可の申請 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)

50 環境省 一般廃棄物処分業の許可の申請 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)
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本
籍

地
、

氏
名

、
生

年
月

日
住

所
地

旧
姓

と
現

姓
と

の
連

続
性

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

、
破

産
者

で
は

な
い

成
年

被
後

見
人

・
被

保
佐

人
で

は
な

い

日
本

国
籍

を
保

有
犯

歴
照

会
（

本
籍

情
報

か
ら

追
跡

）

親
族

的
身

分
関

係

1
警

察
庁

駐
車

監
視

員
資

格
者

証
の

交
付

の
申

請
道

路
交

通
法

(
昭

和
3
5
年

法
律

第
1
0
5
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
□

登
記

事
項

証
明

書
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

□
○

2
警

察
庁

自
動

車
運

転
代

行
業

の
認

定
の

申
請

自
動

車
運

転
代

行
業

の
業

務
の

適
正

化
に

関
す

る
法

律
(
平

成
1
3
年

法
律

第
5
7

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

□
登

記
事

項
証

明
書

○
（

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

）
□

○

3
金

融
庁

公
認

会
計

士
の

開
業

登
録

の
申

請
公

認
会

計
士

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
0
3

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

▲
本

籍
記

載
の

な
い

住
民

票
◆

身
分

証
明

書
□

登
記

事
項

証
明

書
○

▲
○

◆
□

○

4
金

融
庁

外
国

公
認

会
計

士
の

開
業

登
録

の
申

請
公

認
会

計
士

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
0
3

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

▲
本

籍
記

載
の

な
い

住
民

票
◆

身
分

証
明

書
□

登
記

事
項

証
明

書
○

▲
○

◆
□

○

5
金

融
庁

特
定

社
員

登
録

の
申

請
公

認
会

計
士

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
0
3

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

▲
本

籍
記

載
の

な
い

住
民

票
◆

身
分

証
明

書
□

登
記

事
項

証
明

書
○

▲
○

◆
□

○

6
総

務
省

行
政

書
士

の
登

録
の

申
請

行
政

書
士

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
4
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
▲

本
籍

記
載

の
な

い
住

民
票

◆
身

分
証

明
書

□
登

記
事

項
証

明
書

○
▲

○
◆

□

7
総

務
省

軽
油

引
取

税
に

お
け

る
元

売
業

者
の

指
定

の
申

請
地

方
税

法
(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

8
総

務
省

軽
油

引
取

税
に

お
け

る
仮

特
約

業
者

の
指

定
の

申
請

地
方

税
法

(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

9
総

務
省

軽
油

引
取

税
に

お
け

る
特

約
業

者
の

指
定

の
申

請
地

方
税

法
(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
2
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

1
0

総
務

省
登

録
政

治
資

金
監

査
人

の
登

録
の

申
請

政
治

資
金

規
正

法
（

昭
和

2
3
年

法
律

第
1
9
4
号

）
○

戸
籍

謄
本

等
▲

本
籍

記
載

の
な

い
住

民
票

○
▲

○

1
1

法
務

省
公

証
人

の
任

命
の

申
請

公
証

人
法

(
明

治
4
1
年

法
律

第
5
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

1
2

法
務

省
更

生
保

護
事

業
に

係
る

寄
附

金
募

集
の

許
可

の
申

請
更

生
保

護
事

業
法

(
平

成
7
年

法
律

第
8
6

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

○
（

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

）
○

○
○

1
3

外
務

省
一

般
旅

券
の

発
給

の
申

請
旅

券
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

第
2
6
7
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
▲

本
籍

記
載

の
な

い
住

民
票

○
▲

○
○

○

1
4

財
務

省
税

理
士

の
登

録
の

申
請

税
理

士
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

第
2
3
7
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
▲

本
籍

記
載

の
な

い
住

民
票

◆
身

分
証

明
書

□
登

記
事

項
証

明
書

○
▲

○
◆

□

1
5

文
部

科
学

省
美

術
品

の
登

録
の

申
請

美
術

品
の

美
術

館
に

お
け

る
公

開
の

促
進

に
関

す
る

法
律

(
平

成
1
0
年

法
律

第
9
9

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○

1
6

厚
生

労
働

省
医

師
免

許
の

申
請

医
師

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
1
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

1
7

厚
生

労
働

省
歯

科
医

師
免

許
の

申
請

歯
科

医
師

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

1
8

厚
生

労
働

省
保

健
師

免
許

の
申

請
保

健
師

助
産

師
看

護
師

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

1
9

厚
生

労
働

省
助

産
師

免
許

の
申

請
保

健
師

助
産

師
看

護
師

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

2
0

厚
生

労
働

省
看

護
師

免
許

の
申

請
保

健
師

助
産

師
看

護
師

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

2
1

厚
生

労
働

省
准

看
護

師
免

許
の

申
請

保
健

師
助

産
師

看
護

師
法

(
昭

和
2
3
年

法
律

第
2
0
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

表
2
－

（
2
）

－
②

　
戸

籍
謄

本
等

の
提

出
が

必
要

な
手

続
一

覧

確
認

事
項

N
o
.

所
管

府
省

申
請

手
続

名
根

拠
法

令
等

確
認

書
類
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本
籍

地
、

氏
名

、
生

年
月

日
住

所
地

旧
姓

と
現

姓
と

の
連

続
性

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

、
破

産
者

で
は

な
い

成
年

被
後

見
人

・
被

保
佐

人
で

は
な

い

日
本

国
籍

を
保

有
犯

歴
照

会
（

本
籍

情
報

か
ら

追
跡

）

親
族

的
身

分
関

係

確
認

事
項

N
o
.

所
管

府
省

申
請

手
続

名
根

拠
法

令
等

確
認

書
類

2
2

厚
生

労
働

省
診

療
放

射
線

技
師

免
許

の
申

請
診

療
放

射
線

技
師

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
2
2
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

2
3

厚
生

労
働

省
臨

床
検

査
技

師
免

許
の

申
請

臨
床

検
査

技
師

等
に

関
す

る
法

律
(
昭

和
3
3
年

法
律

第
7
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

2
4

厚
生

労
働

省
理

学
療

法
士

免
許

の
申

請
理

学
療

法
士

及
び

作
業

療
法

士
法

(
昭

和
4
0
年

法
律

第
1
3
7
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

2
5

厚
生

労
働

省
作

業
療

法
士

免
許

の
申

請
理

学
療

法
士

及
び

作
業

療
法

士
法

(
昭

和
4
0
年

法
律

第
1
3
7
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

2
6

厚
生

労
働

省
視

能
訓

練
士

免
許

の
申

請
視

能
訓

練
士

法
(
昭

和
4
6
年

法
律

第
6
4

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

2
7

厚
生

労
働

省
臨

床
工

学
技

士
免

許
の

申
請

臨
床

工
学

技
士

法
(
昭

和
6
2
年

法
律

第
6
0

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

2
8

厚
生

労
働

省
義

肢
装

具
士

免
許

の
申

請
義

肢
装

具
士

法
(
昭

和
6
2
年

法
律

第
6
1

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

2
9

厚
生

労
働

省
歯

科
技

工
士

免
許

の
申

請
歯

科
技

工
士

法
(
昭

和
3
0
年

法
律

第
1
6
8

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

3
0

厚
生

労
働

省
救

急
救

命
士

免
許

の
申

請
救

急
救

命
士

法
(
平

成
3
年

法
律

第
3
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

3
1

厚
生

労
働

省
薬

剤
師

免
許

の
申

請
薬

剤
師

法
(
昭

和
3
5
年

法
律

第
1
4
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

3
2

厚
生

労
働

省
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
師

免
許

の
申

請
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
業

法
(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
0
7
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

3
3

厚
生

労
働

省
販

売
従

事
登

録
(
登

録
販

売
者

)
の

申
請

医
薬

品
、

医
療

機
器

等
の

品
質

、
有

効
性

及
び

安
全

性
の

確
保

等
に

関
す

る
法

律
(
昭

和
3
5
年

法
律

第
1
4
5
号

)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

3
4

農
林

水
産

省
獣

医
師

免
許

の
申

請
獣

医
師

法
(
昭

和
2
4
年

法
律

第
1
8
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
□

登
記

事
項

証
明

書
○

○
□

○

3
5
、

3
6

農
林

水
産

省
調

教
師

、
騎

手
（

中
央

競
馬

）
免

許
の

申
請

競
馬

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
5
8
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
◆

身
分

証
明

書
□

登
記

事
項

証
明

書
○

◆
□

○
（

戸
籍

記
録

者
全

員
の

犯
歴

確
認

）

3
7
、

3
8

農
林

水
産

省
調

教
師

、
騎

手
（

地
方

競
馬

）
免

許
の

申
請

競
馬

法
(
昭

和
2
3
年

法
律

第
1
5
8
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
◆

身
分

証
明

書
□

登
記

事
項

証
明

書
○

◆
□

○
（

戸
籍

記
録

者
全

員
の

犯
歴

確
認

）

3
9

農
林

水
産

省
家

畜
人

工
授

精
師

免
許

の
申

請
家

畜
改

良
増

殖
法

(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
0
9
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
□

登
記

事
項

証
明

書
○

○
□

○

4
0

国
土

交
通

省
船

舶
に

乗
り

組
む

衛
生

管
理

者
の

資
格

の
認

定
の

申
請

船
員

法
(
昭

和
2
2
年

法
律

第
1
0
0
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

4
1

国
土

交
通

省
耐

空
検

査
員

の
認

定
の

申
請

航
空

法
(
昭

和
2
7
年

法
律

第
2
3
1
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

4
2

国
土

交
通

省
海

事
補

佐
人

の
登

録
の

申
請

海
難

審
判

法
(
昭

和
2
2
年

法
律

第
1
3
5
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

（
住

所
地

追
跡

の
た

め
の

本
籍

地
確

認
含

む
）

4
3

国
土

交
通

省
公

有
水

面
埋

立
免

許
の

申
請

公
有

水
面

埋
立

法
(
大

正
1
0
年

法
律

第
5
7

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○

4
4

国
土

交
通

省
第

一
種

貨
物

利
用

運
送

事
業

の
登

録
の

申
請

貨
物

利
用

運
送

事
業

法
(
平

成
元

年
法

律
第

8
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

4
5

国
土

交
通

省
第

二
種

貨
物

利
用

運
送

事
業

の
許

可
の

申
請

貨
物

利
用

運
送

事
業

法
(
平

成
元

年
法

律
第

8
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

○

4
6

国
土

交
通

省
一

般
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

の
許

可
の

申
請

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
法

(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

4
7

国
土

交
通

省
一

般
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

に
係

る
輸

送
の

安
全

に
関

す
る

業
務

の
管

理
の

受
委

託
の

許
可

の
申

請
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

法
(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

4
8

国
土

交
通

省
一

般
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

の
譲

渡
し

及
び

譲
受

け
の

許
可

の
申

請
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

法
(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）
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本
籍

地
、

氏
名

、
生

年
月

日
住

所
地

旧
姓

と
現

姓
と

の
連

続
性

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

、
破

産
者

で
は

な
い

成
年

被
後

見
人

・
被

保
佐

人
で

は
な

い

日
本

国
籍

を
保

有
犯

歴
照

会
（

本
籍

情
報

か
ら

追
跡

）

親
族

的
身

分
関

係

確
認

事
項

N
o
.

所
管

府
省

申
請

手
続

名
根

拠
法

令
等

確
認

書
類

4
9

国
土

交
通

省
特

定
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

の
許

可
の

申
請

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
法

(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

5
0

国
土

交
通

省
特

定
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

に
係

る
輸

送
の

安
全

に
関

す
る

業
務

の
受

委
託

の
許

可
の

申
請

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
法

(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

5
1

国
土

交
通

省
特

定
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

の
譲

受
け

の
届

出
貨

物
自

動
車

運
送

事
業

法
(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

5
2

国
土

交
通

省
特

定
第

二
種

貨
物

利
用

運
送

事
業

者
に

係
る

輸
送

の
安

全
に

関
す

る
業

務
の

管
理

の
受

委
託

の
許

可
の

申
請

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
法

(
平

成
元

年
法

律
第

8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

5
3

国
土

交
通

省
廃

油
処

理
事

業
の

許
可

の
申

請
海

洋
汚

染
等

及
び

海
上

災
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
(
昭

和
4
5
年

法
律

第
1
3
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○

5
4

国
土

交
通

省
小

型
船

造
船

業
の

登
録

の
申

請
小

型
船

造
船

業
法

(
昭

和
4
1
年

法
律

第
1
1
9
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

5
5

国
土

交
通

省
港

湾
運

送
事

業
の

許
可

の
申

請
港

湾
運

送
事

業
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

1
6
1

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○
○

5
6

国
土

交
通

省
倉

庫
業

の
登

録
の

申
請

倉
庫

業
法

(
昭

和
3
1
年

法
律

第
1
2
1
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

5
7

国
土

交
通

省
発

券
倉

庫
業

者
の

事
業

の
譲

渡
及

び
譲

受
の

認
可

の
申

請
倉

庫
業

法
(
昭

和
3
1
年

法
律

第
1
2
1
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

5
8

国
土

交
通

省
内

航
海

運
業

の
登

録
の

申
請

内
航

海
運

業
法

(
昭

和
2
7
年

法
律

第
1
5
1

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

○

5
9

国
土

交
通

省
一

般
旅

客
運

送
事

業
の

許
可

の
申

請
道

路
運

送
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
0

国
土

交
通

省
一

般
旅

客
運

送
事

業
の

管
理

の
受

委
託

の
許

可
の

申
請

道
路

運
送

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
1

国
土

交
通

省
一

般
旅

客
運

送
事

業
の

譲
渡

及
び

譲
受

の
認

可
の

申
請

道
路

運
送

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
2

国
土

交
通

省
特

定
旅

客
運

送
事

業
の

許
可

の
申

請
道

路
運

送
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
3

国
土

交
通

省
特

定
旅

客
運

送
事

業
の

管
理

の
委

託
の

届
出

道
路

運
送

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
4

国
土

交
通

省
自

動
車

道
事

業
の

免
許

の
申

請
道

路
運

送
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
5

国
土

交
通

省
自

動
車

道
事

業
の

管
理

の
受

委
託

の
許

可
の

申
請

道
路

運
送

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
6

国
土

交
通

省
自

動
車

道
事

業
の

譲
渡

及
び

譲
受

の
認

可
の

申
請

道
路

運
送

法
(
昭

和
2
6
年

法
律

第
1
8
3
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

6
7

国
土

交
通

省
海

事
代

理
士

の
登

録
の

申
請

海
事

代
理

士
法

(
昭

和
2
6
年

法
律

第
3
2

号
)

○
戸

籍
謄

本
等

□
登

記
事

項
証

明
書

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

□

6
8

国
土

交
通

省
建

築
士

（
一

級
）

免
許

の
申

請
建

築
士

法
(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
0
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
□

登
記

事
項

証
明

書
○

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

□

6
9

国
土

交
通

省
建

築
士

（
二

級
、

木
造

）
免

許
の

申
請

建
築

士
法

(
昭

和
2
5
年

法
律

第
2
0
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
□

登
記

事
項

証
明

書
○

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

□

7
0

国
土

交
通

省
建

築
基

準
適

合
判

定
資

格
者

の
登

録
の

申
請

建
築

基
準

法
（

昭
和

2
5
年

法
律

第
2
0
1

号
）

○
戸

籍
謄

本
等

□
登

記
事

項
証

明
書

○
○

○
（

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

）
□

7
1

国
土

交
通

省
構

造
計

算
適

合
判

定
資

格
者

の
登

録
の

申
請

建
築

基
準

法
（

昭
和

2
5
年

法
律

第
2
0
1

号
）

○
戸

籍
謄

本
等

□
登

記
事

項
証

明
書

○
○

○
（

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

）
□
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本
籍

地
、

氏
名

、
生

年
月

日
住

所
地

旧
姓

と
現

姓
と

の
連

続
性

禁
治

産
者

・
準

禁
治

産
者

、
破

産
者

で
は

な
い

成
年

被
後

見
人

・
被

保
佐

人
で

は
な

い

日
本

国
籍

を
保

有
犯

歴
照

会
（

本
籍

情
報

か
ら

追
跡

）

親
族

的
身

分
関

係

確
認

事
項

N
o
.

所
管

府
省

申
請

手
続

名
根

拠
法

令
等

確
認

書
類

7
2

国
土

交
通

省
鉄

道
事

業
の

許
可

の
申

請
鉄

道
事

業
法

(
昭

和
6
1
年

法
律

第
9
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

7
3

国
土

交
通

省
索

道
事

業
の

許
可

の
申

請
鉄

道
事

業
法

(
昭

和
6
1
年

法
律

第
9
2
号

)
○

戸
籍

謄
本

等
○

7
4

国
土

交
通

省
自

動
車

タ
ー

ミ
ナ

ル
事

業
の

許
可

の
申

請
自

動
車

タ
ー

ミ
ナ

ル
法

(
昭

和
3
4
年

法
律

第
1
3
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

7
5

国
土

交
通

省
自

動
車

タ
ー

ミ
ナ

ル
事

業
の

譲
渡

及
び

譲
受

け
の

認
可

の
申

請
自

動
車

タ
ー

ミ
ナ

ル
法

(
昭

和
3
4
年

法
律

第
1
3
6
号

)
○

戸
籍

謄
本

等

○
○

（
禁

治
産

者
・

準
禁

治
産

者
）

（
注

）
1
　

当
省

の
調

査
結

果
に

よ
る

。
（

注
）

2
　

「
○

」
は

戸
籍

謄
本

等
、

「
▲

」
は

本
籍

記
載

の
な

い
住

民
票

、
「

◆
」

は
身

分
証

明
書

、
「

□
」

は
登

記
事

項
証

明
書

を
指

す
。
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本籍地、氏
名、生年月
日

住所地 旧姓と現姓
との連続性

禁治産者・
準禁治産
者、破産者
ではない

成年被後見
人・被保佐
人ではない

日本国籍を
保有

犯歴照会
（本籍情報
から追跡）

親族的身分
関係

1 国土交通省 公有水面埋立免許の申請 ○戸籍謄本等
○

2 国土交通省 船舶に乗り組む衛生管理者の資
格の認定の申請

○戸籍謄本等
○

3 国土交通省 廃油処理事業の許可の申請 ○戸籍謄本等
○

4 国土交通省 小型船造船業の登録の申請 ○戸籍謄本等
○

5 国土交通省 倉庫業の登録の申請 ○戸籍謄本等
○

6 国土交通省 発券倉庫業者の事業の譲渡及び
譲受の認可の申請

○戸籍謄本等
○

7 国土交通省 内航海運業の登録の申請 ○戸籍謄本等
○

8 国土交通省 鉄道事業の許可の申請 ○戸籍謄本等
○

9 国土交通省 索道事業の許可の申請 ○戸籍謄本等
○

10 総務省 軽油引取税における元売業者の
指定の申請

○戸籍謄本等
○ ○

11 総務省 軽油引取税における仮特約業者
の指定の申請

○戸籍謄本等
○ ○

12 総務省 軽油引取税における特約業者の
指定の申請

○戸籍謄本等
○ ○

13 国土交通省 港湾運送事業の許可の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

14 国土交通省 海事補佐人の登録の申請 ○戸籍謄本等 ○
（住所地追
跡のための
本籍地確認

含む）

①　本人確認のため、3情報を確認している手続

②　本人確認のため及び欠格事由のうち犯歴を本籍地の市町村に照会するため、3情報を確認している手続

③　本人確認のため及び所在不明となった名簿登録者の現住所を本籍地の市町村に照会するため、3情報を確認している手続

（注）1　当省の調査結果による。
（注）2　「○」は戸籍謄本等を指す。

表2－(2)－ア　本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続

No. 所管府省 申請手続名 確認書類

確認事項
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表 2－(2)－ア－ⅰ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.1の手

続） 

府省等名 国土交通省 

手続名 公有水面埋立免許の申請 

関係法令等 公有水面埋立法（大正 10年法律第 57号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

公有水面埋立法（大正 10年法律第 57号）第 2条第 1項及び第 2項の規定に基づき、

河、海、湖、沼その他の公共の用に供する水流又は水面であって国の所有に属するも

のを埋立しようとする者は、都道府県知事（指定都市の長を含む。）に願書を提出し

免許を受けなければならないとされ、公有水面埋立法施行規則（昭和 49 年運輸省・

建設省令第 1号）第 3条第 1号の規定に基づき、出願者が個人の場合は戸籍抄本を願

書に添付することとされている。 

 国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

 したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による公有水面埋立免許の

申請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措置

を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅱ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等対応が可能と考えられる手続（No.2

の手続）  

府省等名 国土交通省 

手続名 船舶に乗り組む衛生管理者の資格の認定の申請 

関係法令等 船員法(昭和22年法律第100号) 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

 船舶所有者は、船員法(昭和22年法律第100号) 第82条の2第1項の規定に基づき、同

項各号に掲げる船舶については、乗組員の中から衛生管理者を選任しなければならな

いとされ、衛生管理者は、国土交通大臣の行う試験に合格するか、これと同等以上の

能力を有すると国土交通大臣の認定を受けた者に対し、国土交通大臣が交付する衛生

管理者適任証書を受有する者でなければならないとされている。 

 このうち、国土交通大臣の認定を受けるためには、船舶に乗り組む医師及び衛生管

理者に関する省令（昭和37年運輸省令第43号。以下、本事例において「省令」という。）

第13条の規定に基づき、戸籍の謄本、抄本又は記載事項証明書を申請書に添付し、国

土交通大臣に申請しなければならないとされている。また、省令第14条に規定される

衛生管理者適任証書には、本籍地都道府県名が記載されている。 

 国土交通省では、戸籍の謄本、抄本又は記載事項証明書に記載されている 3情報に

よって本人確認を行うとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍の謄本、抄本又は記載事項証

明書は必要ないと考えられる。 

 したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、船舶に乗り組む衛生管理者の資

格の認定の申請について、戸籍の謄本、抄本又は記載事項証明書の提出を本籍記載の

ある住民票の写しの提出で代替する措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅲ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.3の手

続） 

府省等名 国土交通省 

手続名 廃油処理事業の許可の申請 

関係法令等 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和 45年法律第 136号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和 45年法律第 136号）第 20条第

1 項に基づき、港湾管理者及び漁港管理者以外の者が廃油処理事業を行なおうとする

ときは、廃油処理施設ごとに、国土交通大臣の許可を受けなければならないとされ、

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行規則（昭和 46年運輸省令第 38号）

第 13 条第 5 号ロの規定に基づき、申請者が個人の場合は戸籍抄本を申請書に添付す

ることとされている。 

 国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

 したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による廃油処理事業の許可

の申請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措

置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅳ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.4の手

続）  

府省等名 国土交通省 

手続名 小型船造船業の登録の申請 

関係法令等 小型船造船業法（昭和 41年法律第 119号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

小型船造船業法（昭和 41 年法律第 119 号）第 4 条の規定に基づき、小型船造船業

を営もうとする者は、国土交通大臣の登録を受けなければならないとされ、小型船造

船業法施行規則（昭和 41年運輸省令第 54号）第 3条第 1項第 4号の規定に基づき、

申請者が個人である場合は戸籍抄本を申請書に添付することとされている。 

 国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

 したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による小型船造船業の登録

の申請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措

置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅴ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.5の手

続） 

府省等名 国土交通省 

手続名 倉庫業の登録の申請 

関係法令等 倉庫業法（昭和 31年法律第 121号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

倉庫業法（昭和 31 年法律第 121 号）第 3 条の規定に基づき、倉庫業を営もうとす

る者は、国土交通大臣の登録を受けなければならないとされ、倉庫業法施行規則（昭

和 31年運輸省令第 59号）第 2条第 2項第 4号イの規定に基づき、申請者が個人の場

合は申請書に戸籍抄本を添付することとされている。 

国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

 したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による倉庫業の登録の申請

について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措置を講

ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅵ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.7の手

続）  

府省等名 国土交通省 

手続名 内航海運業の登録の申請 

関係法令等 内航海運業法（昭和27年法律第151号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

内航海運業法（昭和 27 年法律第 151号）第 3条第 1 項の規定に基づき、総トン数

100トン以上又は長さ 30メートル以上の船舶による内航海運業を営もうとする者は、

国土交通大臣の行う登録を受けなければならないとされ、内航海運業法施行規則（昭

和 27年運輸省令第 42号）第 3条第 5項第 3号ロの規定に基づき、申請者が個人であ

る場合は戸籍抄本を申請書に添付することとされている。 

国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による内航海運業の登録の

申請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措置

を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 

 

- 32 -



表 2－(2)－ア－ⅶ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.8の手

続）   

府省等名 国土交通省 

手続名 鉄道事業の許可の申請 

関係法令等 鉄道事業法（昭和61年法律第92号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号）第 3条第 1項の規定に基づき、鉄道事業を経

営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受けなければならないとされ、鉄道事業

法施行規則（昭和 62年運輸省令第 6号）第 2条第 2項第 11号ロの規定に基づき、申

請者が個人である場合は戸籍抄本を申請書に添付することとされている。 

 国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による鉄道事業の許可の申

請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措置を

講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅷ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.9の手

続）  

府省等名 国土交通省 

手続名 索道事業の許可の申請 

関係法令等 鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号） 

手続の区分 ① 本人確認のため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号）第 32条の規定に基づき、索道事業（注）を経

営しようとする者は、索道ごとに、国土交通大臣の許可を受けなければならないとさ

れ、鉄道事業法施行規則（昭和 62年運輸省令第 6号）第 45条第 2項第 5号の規定に

基づき、申請者が個人である場合は戸籍抄本を申請書に添付することとされている。 

 国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うとして

いる。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による索道事業の許可の申

請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措置を

講ずる必要がある。 

（注）ロープウェイやリフトなど索道によって旅客や貨物の運送を行う事業 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅸ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.12の手

続） 

府省等名 総務省 

手続名 軽油引取税における特約業者の指定の申請 

関係法令等 地方税法（昭和25年法律第226号） 

手続の区分 
② 本人確認のため及び欠格事由のうち犯歴を本籍地の市町村に照会するため、3情

報を確認している手続 

概 要 

 

 軽油引取税における特約業者となるためには、地方税法（昭和25年法律第226号）

第144条の9第1項の規定に基づき、道府県知事に申請を行い、当該道府県知事の指定

を受けなければならないとされており、申請者が個人である場合は、指定の申請書に

係る添付書類のうち、地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下、本事例に

おいて「施行規則」という。）第8条の34第6号イの規定に基づき、戸籍抄本を添付し

なければならないとされている。 

 総務省では、戸籍抄本に記載されている3情報によって本人確認を行うほか、申請

者が、地方税法施行令（昭和25年政令第245号。以下、本事例において「施行令」と

いう。）第43条の11第3号に規定する特約業者の指定要件（施行令第43条の9に規定す

る仮特約業者の欠格要件を準用。同条第6号の「国税若しくは地方税に関する法令の

規定による罰金以上の刑」が該当。）を確認するため、戸籍抄本に記載された本籍地

の市町村に対し、申請者の犯歴の照会を行うとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

 したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による軽油引取税における

特約業者の指定の申請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提

出で代替する措置を講ずる必要がある。 

なお、総務省によると、平成29年4月以降に行われる指定の申請から、本籍記載の

ある住民票の写しに代替できることとするため、施行規則の一部を改正する予定であ

るとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅹ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.13の手

続） 

府省等名 国土交通省 

手続名 港湾運送事業の許可の申請 

関係法令等 港湾運送事業法（昭和 26年法律第 161号） 

手続の区分 
② 本人確認のため及び欠格事由のうち犯歴を本籍地の市町村に照会するため、3情

報を確認している手続 

概 要 

 

港湾運送事業法（昭和 26 年法律第 161 号）第 4 条の規定に基づき、港湾運送事業

（港湾荷役、はしけ・いかだ運送等）を営もうとする者は、国土交通大臣の許可を受

けなければならないとされ、港湾運送事業法施行規則（昭和 34年運輸省令第 46号）

第 4 条第 6 項第 11 号ロの規定に基づき、申請者が個人の場合は申請書に戸籍抄本を

添付することとされている。 

 国土交通省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行うほか、

港湾運送事業法第 6条第 2項第 1号及び第 2号に規定される港湾運送事業の許可の欠

格事由（禁錮以上の刑に処せられ又は港湾運送事業法等の規定に違反して、罰金の刑

に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から 5年を経

過しない者）に申請者が該当していないことを確認するために、戸籍抄本に記載され

た本籍地の市町村に対し、申請者の犯歴照会を行うとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられ

る。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、個人による港湾運送事業の許可

の申請について、戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替する措

置を講ずる必要がある。  

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ア－ⅺ 本籍記載のある住民票の写しの提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.14の

手続）   

府省等名 国土交通省 

手続名 海事補佐人の登録の申請 

関係法令等 海難審判法（昭和22年法律第135号） 

手続の区分 
③ 本人確認のため及び所在不明となった名簿登録者の現住所を本籍地の市町村に

照会するため、3情報を確認している手続 

概 要 

 

海難審判法（昭和 22年法律第 135号）に規定される海事補佐人（注）は、海難審判

法施行規則（昭和 23年運輸省令第 8号）第 22条の規定に基づき、海難審判所に備え

る海事補佐人登録簿に、氏名、生年月日、本籍、住所等を登録しなければならないと

され、海難審判所事務取扱細則第 4条第 1項に規定される戸籍個人事項証明書（戸籍

抄本）を申請書に添付し、海難審判所長に提出しなければならないとされている。 

国土交通省では、戸籍個人事項証明書に記載されている 3情報によって本人確認を

行うほか、名簿登録者が所在不明となった場合に、登録されている本籍地の市町村に

戸籍の附票を請求して現住所を照会することがあるとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍個人事項証明書は必要ないと

考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、海事補佐人の登録の申請につい

て、戸籍個人事項証明書（戸籍抄本）の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で

代替する措置を講ずる必要がある。 

（注）海難審判法に基づき、受審人の選任によって、海難審判で補佐人として受審人の船舶を操船す

る上での技術上、事実上の主張を代弁する者 

（注）当省の調査結果による。 
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本籍地、氏
名、生年月
日

住所地 旧姓と現姓
との連続性

禁治産者・
準禁治産
者、破産者
ではない

成年被後見
人・被保佐
人ではない

日本国籍を
保有

犯歴照会
（本籍情報
から追跡）

親族的身分
関係

1 総務省 登録政治資金監査人の登録
の申請

○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票 ○ ▲ ○

2 厚生労働省 医師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

3 厚生労働省 歯科医師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

4 厚生労働省 保健師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

5 厚生労働省 助産師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

6 厚生労働省 看護師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

7 厚生労働省 診療放射線技師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

8 厚生労働省 臨床検査技師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

9 厚生労働省 理学療法士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

10 厚生労働省 作業療法士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

11 厚生労働省 視能訓練士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

12 厚生労働省 臨床工学技士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

13 厚生労働省 義肢装具士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

14 厚生労働省 歯科技工士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

15 厚生労働省 救急救命士免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

16 厚生労働省 薬剤師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

17 厚生労働省 准看護師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

18 厚生労働省 クリーニング師免許の申請 ○戸籍謄本等
○ ○

19 厚生労働省 販売従事登録(登録販売者)
の申請

○戸籍謄本等
○ ○

20 総務省 行政書士の登録の申請 ○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票
◆身分証明書
□登記事項証明書

○ ▲ ○ ◆ □

21 財務省 税理士の登録の申請 ○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票
◆身分証明書
□登記事項証明書

○ ▲ ○ ◆ □

22 農林水産省 獣医師免許の申請 ○戸籍謄本等
□登記事項証明書 ○ ○ □ ○

23 農林水産省 家畜人工授精師免許の申請 ○戸籍謄本等
□登記事項証明書 ○ ○ □ ○

24 金融庁 公認会計士の開業登録の申
請

○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票
◆身分証明書
□登記事項証明書

○ ▲ ○ ◆ □ ○

25 金融庁 外国公認会計士の開業登録
の申請

○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票
◆身分証明書
□登記事項証明書

○ ▲ ○ ◆ □ ○

26 金融庁 特定社員登録の申請 ○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票
◆身分証明書
□登記事項証明書

○ ▲ ○ ◆ □ ○

①　登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続

②　登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続で、禁治産・準禁治産宣告等の
通知を受けていないことを確認するために、戸籍謄本等のほかに、身分証明書の提出も求めている手続

③　登録時に、本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、3情報を確認している手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更
の有無を確認している手続

④　本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、3情報を確認している手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確
認している手続。その上、禁治産・準禁治産宣告等の通知を受けていないことを確認するため、戸籍謄本等のほかに、身分証明書の提出も求めている手続

（注）1　当省の調査結果による。
（注）2　「○」は戸籍謄本等、「▲」は本籍記載のない住民票、「◆」は身分証明書、「□」は登記事項証明書を指す。

表2－(2)－イ　氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考え
られる手続

No. 所管府省 申請手続名 確認書類

確認事項
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表 2－(2)－イ－ⅰ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.1の手続） 

府省等名 総務省 

手続名 登録政治資金監査人の登録の申請 

関係法令等 政治資金規正法（昭和23年法律第194号） 

手続の区分 
① 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

政治資金規正法（昭和 23年法律第 194号。以下、本事例において「法」という。）

に規定される登録政治資金監査人となるためには、政治資金規正法施行規則（昭和 50

年自治省令第 17号。以下、本事例において「施行規則」という。）第 27条 1項第 1

号に規定される戸籍の抄本を法第 19条の 20第 1項に規定する登録申請書に添付し、

政治資金適正化委員会に提出しなければならないとされている。また、法第 19 条の

18第 1項に規定される登録政治資金監査人名簿には、同項及び施行規則第 25条にお

いて、氏名、生年月日、住所、本籍等が登録事項として規定されている。 

総務省では、戸籍の抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行い、また、

旧姓の登録を希望する申請者については、戸籍の抄本によって旧姓と現在の姓の連続

性も確認するとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じないと考えられる。また、旧姓の登録を希望す

る申請者は少数であり、大部分の申請者については、必ずしも戸籍の抄本は必要ない

と考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、登録政治資金監査人の登録の申

請について、戸籍の抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替すること

とし、旧姓の登録を希望する申請者にのみ戸籍の抄本の提出を求める措置を講ずる必

要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅱ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.2の手続）   

府省等名 厚生労働省 

手続名 医師免許の申請 

関係法令等 医師法(昭和23年法律第201号) 

手続の区分 
① 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

 医師法(昭和23年法律第201号。以下、本事例において「法」という。) に規定され

る医師免許を受けようとする者は、医師法施行令（昭和28年政令第382号。以下、本

事例において「施行令」という。）第3条に基づき、医師法施行規則（昭和23年厚生省

令第47号）第1条の3第2項第2号に規定される戸籍謄本又は戸籍抄本を申請書に添付

し、住所地の都道府県知事を経由して、厚生労働大臣に提出しなければならないとさ

れている。また、法第5条に規定される厚生労働省に備える医籍に医師免許に関する

事項を登録することとされ、施行令第4条において、氏名、生年月日、性別、本籍地

都道府県名等が登録事項とされている。 

 厚生労働省では、戸籍謄本又は戸籍抄本に記載されている3情報によって本人確認

を行い、また、試験申込時から免許申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者に

ついては、戸籍謄本又は戸籍抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認すると

している。 

しかし、3情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても支障は少ないものと考えられる。また、申請者によって提出書類

が異なるため、添付ミスが発生し登録業務が煩雑化してしまうという問題はあるもの

の、試験申込時から氏名等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者につい

ては、必ずしも戸籍謄本又は戸籍抄本は必要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、医師免許の申請について、戸籍

謄本又は戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替することとし、

試験申込時から氏名等の変更がある申請者にのみ戸籍謄本又は戸籍抄本の提出を求

める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅲ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.17の手続）    

府省等名 厚生労働省 

手続名 准看護師免許の申請 

関係法令等 保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号） 

手続の区分 
① 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号。以下、本事例において「法」と

いう。）に規定される准看護師免許を受けようとする者は、保健師助産師看護師法施

行令（昭和 28 年政令第 386 号。以下、本事例において「施行令」という。）第 1 条

の 3第 2項に基づき、保健師助産師看護師法施行規則（昭和 26年厚生省令第 34号）

第 2条第 2項第 2号に規定される戸籍謄本又は戸籍抄本を申請書に添付し、都道府県

知事に提出しなければならないとされている。また、法第 11 条に規定される都道府

県に備える准看護師籍に准看護師免許に関する事項を登録することとされ、施行令第

2 条第 2項において、氏名、生年月日、性別、本籍地都道府県名等が登録事項とされ

ている。 

都道府県では、戸籍謄本又は戸籍抄本に記載されている3情報によって本人確認を

行い、また、試験申込時から免許申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者につ

いては、戸籍謄本又は戸籍抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとし

ている。 

しかし、3情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても支障は少ないものと考えられる。また、申請者によって提出書類

が異なるため、添付ミスが発生し登録業務が煩雑化してしまうという問題があるもの

の、試験申込時から氏名等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者につい

ては、必ずしも戸籍謄本又は戸籍抄本は必要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、准看護師免許の申請について、

戸籍謄本又は戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替すること

とし、試験申込時から氏名等の変更がある申請者にのみ戸籍謄本又は戸籍抄本の提出

を求める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 

  

- 41 -



表 2－(2)－イ－ⅳ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.18の手続）   

府省等名 厚生労働省 

手続名 クリーニング師免許の申請 

関係法令等 クリーニング業法（昭和25年法律第207号） 

手続の区分 
① 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

クリーニング業法（昭和 25年法律第 207号。以下、本事例において「法」という。）

に規定されるクリーニング師免許を受けようとする者は、法第 6条に基づき、クリー

ニング業法施行規則（昭和 25年厚生省令第 35号。以下、本事例において「施行規則」

という。）第 4条第 1号に規定される戸籍の謄本又は抄本を申請書に添付し、都道府

県知事に提出しなければならないとされている。また、法第 8条に規定される都道府

県に備える原簿にクリーニング師免許に関する事項を登録することとされ、施行規則

第 7条において、氏名、生年月日、本籍等が登録事項とされている。 

厚生労働省では、戸籍の謄本又は抄本に記載されている3情報によって本人確認を

行い、また、試験申込時から登録申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者につ

いては、戸籍の謄本又は抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとして

いる。 

しかし、3情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じないと考えられる。また、試験申込時から氏名

等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者については、必ずしも戸籍の謄

本又は抄本は必要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、クリーニング師免許の申請につ

いて、戸籍の謄本又は抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替するこ

ととし、試験申込時から氏名等の変更がある申請者にのみ戸籍の謄本又は抄本の提出

を求める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅴ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.19の手続）   

府省等名 厚生労働省 

手続名 販売従事登録（登録販売者）の申請 

関係法令等 
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律

第145号） 

手続の区分 
① 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年

法律第 145号）に規定される販売従事登録を受けようとする者は、医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和 36年厚生省令第 1

号。以下、本事例において「施行規則」という。）第 159条の 7第 2項に規定される

戸籍謄本、戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書を申請書に添付し、都道府県知事に提出

しなければならないとされている。また、施行規則第 159条の 8第 1項に規定される

都道府県に備える登録販売者名簿には、氏名、生年月日、性別、本籍地都道府県名等

が登録事項とされている。 

厚生労働省では、戸籍謄本、戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書に記載されている3

情報によって本人確認を行い、また、試験申込時から登録申請時までに婚姻等により

氏名等を変更した者については、戸籍謄本、戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書によっ

て旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとしている。 

しかし、3情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じないと考えられる。また、試験申込時から氏名

等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者については、必ずしも戸籍謄本、

戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書は必要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、販売従事登録の申請について、

戸籍謄本、戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書の提出を本籍記載のある住民票の写しの

提出で代替することとし、試験申込時から氏名等の変更がある申請者にのみ戸籍謄

本、戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書の提出を求める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅵ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.20の手続） 

府省等名 総務省 

手続名 行政書士の登録の申請 

関係法令等 行政書士法（昭和26年法律第4号） 

手続の区分 

② 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続で、禁治産・

準禁治産宣告等の通知を受けていないことを確認するために、戸籍謄本等のほか

に、身分証明書の提出も求めている手続 

概 要 

 

行政書士法（昭和 26 年法律第 4 号。以下、本事例において「法」という。）第 6

条第 1項の規定に基づき、行政書士となるには、行政書士名簿に、住所、氏名、生年

月日、事務所の名称及び所在地その他日本行政書士会連合会の会則で定める事項の登

録を受けなければならないとされ、法第 6条の 2第 1項に基づき、連合会に対し、事

務所の所在地の属する都道府県の区域に設立されている行政書士会を経由して、登録

の申請をしなければならないとされている。これらの法の規定を踏まえ、日本行政書

士会連合会会則（以下、本事例において「会則」という。）第 39 条第 1 項第 2 号に

おいて名簿の登録事項として本籍が、第 40 条第 2 項第 2 号において申請書に添付す

る書類として戸籍抄本が規定されている。 

日本行政書士会連合会では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を

行い、また、試験申込時等から登録申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者に

ついては、戸籍抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとしている。 

しかし、申請書に添付する書類として、会則第 40 条第 2 項第 4 号に規定する市町

村長が発行する身分証明書又は第 40 条第 2 項第 3 号に規定する住民票の写しを「本

籍記載のある住民票の写し」とすることにより、3 情報の確認は可能となる。また、

試験申込時等から氏名等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者について

は、必ずしも戸籍抄本は必要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、行政書士の登録の申請について、

日本行政書士会連合会において戸籍抄本の提出を不要とし、試験申込時等から氏名等

の変更がある申請者にのみ戸籍抄本の提出を求める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅶ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.21の手続） 

府省等名 財務省 

手続名 税理士の登録の申請 

関係法令等 税理士法（昭和26年法律第237号） 

手続の区分 

② 登録時に、本人確認のため3情報を確認し、試験申込等から登録申請までの間の

婚姻等による「氏名」又は「本籍地」の変更の有無を確認している手続で、禁治産・

準禁治産宣告等の通知を受けていないことを確認するために、戸籍謄本等のほか

に、身分証明書の提出も求めている手続 

概 要 

 

税理士法（昭和 26 年法律第 237 号。以下、本事例において「法」という。）に規

定される税理士となるためには、税理士法施行規則（昭和 26年大蔵省令第 55号。以

下、本事例において「施行規則」という。）第 11 条第 2 項第 3 号に規定される戸籍

抄本を申請書に添付して、日本税理士会連合会（以下、本事例において「連合会」と

いう。）に提出しなければならないとされている。また、法第 18 条に規定される連

合会に備える税理士名簿には、施行規則第 8条において、氏名、生年月日、本籍、住

所等が登録事項として規定されている。 

財務省では、戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認を行い、また、試

験申込時等から登録申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者については、戸籍

抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとしている。 

しかし、申請書に添付する書類として、施行規則第 11 条第 2 項第 5 号に規定され

る市町村長が発行する身分証明書にも 3情報は記載されていることから、これらの確

認を身分証明書で行っても特段の支障は生じないと考えられる。また、試験申込時等

から氏名等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者については、必ずしも

戸籍抄本は必要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、税理士の登録の申請について、

戸籍抄本の提出を不要とし、試験申込時等から氏名等の変更がある申請者にのみ戸籍

抄本の提出を求める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅷ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.22の手続） 

府省等名 農林水産省 

手続名 獣医師免許の申請 

関係法令等 獣医師法（昭和24年法律第186号） 

手続の区分 

③ 登録時に、本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、3情報を

確認している手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又

は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

 獣医師法（昭和24年法律第186号。以下、本事例において「法」という。) に規定

される獣医師免許を受けようとする者は、法第3条に基づき、獣医師法施行規則（昭

和24年農林省令第93号。以下、本事例において「施行規則」という。）第1条第2号に

規定される戸籍謄本又は戸籍抄本を申請書に添付し、農林水産大臣に提出しなければ

ならないとされている。また、法第6条に規定される農林水産省に備える獣医師名簿

に獣医師免許に関する事項を登録することとされ、施行規則第2条において、氏名、

生年月日、性別、本籍地都道府県名等が登録事項とされている。 

 農林水産省では、戸籍謄本又は戸籍抄本に記載されている3情報によって本人確認

を行うほか、法第5条第3号に規定される獣医師免許の欠格事由（罰金以上の刑に処せ

られた者）に申請者が該当していないことを確認するために、戸籍謄本又は戸籍抄本

に記載された本籍地の市町村に申請者の犯歴照会を行うとしている。また、試験申込

時から免許申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者については、戸籍謄本又は

戸籍抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、また、試験申込時から氏名等の変更がある

申請者は少数であり、大部分の申請者については必ずしも戸籍謄本又は戸籍抄本は必

要ないと考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、獣医師免許の申請について、戸

籍謄本又は戸籍抄本の提出を本籍記載のある住民票の写しの提出で代替することと

し、試験申込時から氏名等の変更がある申請者にのみ戸籍謄本又は戸籍抄本の提出を

求める措置を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅸ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.23の手続） 

府省等名 農林水産省 

手続名 家畜人工授精師免許の申請 

関係法令等 家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号） 

手続の区分 

③ 登録時に、本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、3情報を

確認している手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又

は「本籍地」の変更の有無を確認している手続 

概 要 

 

家畜改良増殖法（昭和 25年法律第 209号。以下、本事例において「法」という。）

に規定される家畜人工授精師の免許を受けようとする者は、家畜改良増殖法施行規則

（昭和 25 年農林省令第 96 号。以下、本事例において「施行規則」という。）第 26

条第 1号に規定される戸籍謄本又は戸籍抄本を申請書に添付し、都道府県知事に提出

しなければならないとされている。また、家畜改良増殖法施行令（昭和 25 年政令第

269号）第 12条に規定される都道府県知事が作成する家畜人工授精師名簿に家畜人工

授精師免許に関する事項を登録することとされ、施行規則第 30 条において、氏名、

生年月日、本籍地都道府県名等が登録事項とされている。 

農林水産省では、戸籍謄本又は戸籍抄本に記載されている 3情報によって本人確認

を行うほか、法第 17 条第 2 項第 3 号に規定される家畜人工授精師の欠格事由（家畜

伝染病予防法等又はこれらの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せ

られた者）に申請者が該当していないことを確認するために、戸籍謄本又は戸籍抄本

に記載された本籍地の市町村に申請者の犯歴の照会を行うとしている。また、修業試

験合格時から免許申請時までに婚姻等により氏名を変更した者については、戸籍謄本

又は戸籍抄本によって旧姓と現在の姓の連続性も確認するとしている。 

しかし、3 情報は住民票の写しにも記載されていることから、これらの確認を住民

票の写しで行っても特段の支障は生じず、必ずしも戸籍謄本又は戸籍抄本は必要ない

と考えられる。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、家畜人工授精師免許の申請につ

いて、本籍記載のある住民票の写しの提出で代替することとし、修業試験合格時から

氏名の変更がある申請者にのみ戸籍謄本又は戸籍抄本の提出を求める措置を講ずる

必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅹ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写し又は身分証明書の提出で本人確認等が可能と考えられる手続（No.24の手続）  

府省等名 金融庁 

手続名 公認会計士の開業登録の申請 

関係法令等 公認会計士法（昭和23年法律第103号） 

手続の区分 

④ 本人確認のため及び本籍地の市町村に犯歴を照会するため、3情報を確認してい

る手続で、試験申込等から登録申請までの間の婚姻等による「氏名」又は「本籍地」

の変更の有無を確認している手続。その上、禁治産・準禁治産宣告等の通知を受け

ていないことを確認するため、戸籍謄本等のほかに、身分証明書の提出も求めてい

る手続 

概 要 

 

公認会計士法（昭和 23年法律第 103号）第 17条に基づき、公認会計士の登録を受

けようとする者は､公認会計士等登録規則（昭和 42年大蔵省令第 8号。以下、本事例

において「規則」という。）第 4条第 2項第 3号に規定される戸籍の謄本若しくは抄

本又は戸籍に記載した事項に関する証明書を申請書に添付し、日本公認会計士協会

（以下、本事例において「協会」という。）に提出しなければならないとされている。

また、公認会計士法第 17 条に規定される協会に備える公認会計士名簿の登録事項と

して、規則第 2条において、氏名、生年月日、住所、本籍等が規定されている。 

金融庁及び協会では、戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関する証

明書に記載されている 3情報によって本人確認を行うほか、法第 4条第 2号及び 3号

に規定される公認会計士の欠格条項（公認会計士法等の規定に違反し、又は罪を犯し、

禁錮以上の刑に処せられた者であって、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなってから規定年数を経過しないもの）に申請者が該当していないことを確認す

るために、戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載された本籍地の市町村に申請者の

犯歴照会を行うとしている。また、試験申込時から登録申請時までに婚姻等により氏

名等を変更した者については、戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関

する証明書によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認するとしている。 

しかし、申請書に添付する書類として、規則第 4条第 2項第 8号に規定されている

市町村長が発行する身分証明書にも 3情報は記載されていることから、これらの確認

を身分証明書で行っても特段の支障は生じないと考えられる。また、試験申込時から

氏名等の変更がある申請者は少数であり、大部分の申請者については、必ずしも戸籍

の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関する証明書は必要ないと考えられ

る。 

したがって、申請者の負担の軽減を図る観点から、公認会計士の開業登録の申請に

ついて、戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関する証明書の提出を不

要とし、試験申込時から氏名等の変更がある申請者にのみこれらの提出を求める措置

を講ずる必要がある。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－イ－ⅺ 氏名等の変更があった者のみ戸籍謄本等の提出を求め、それ以外の者は本籍記載のある

住民票の写しの提出で本人確認等を行っている手続  

府省等名 厚生労働省 

手続名 歯科衛生士免許の申請 

関係法令等 歯科衛生士法（昭和23年法律第204号） 

手続の区分 

［参考事例］ 

試験申込から登録申請までの間に「氏名」又は「本籍地」の変更がある者のみ戸籍謄

本等の提出を求めている手続 

概 要 

 

歯科衛生士法（昭和 23 年法律第 204 号。以下、本事例において「法」という。）

に規定される歯科衛生士免許を受けようとする者は、歯科衛生士法施行規則（平成元

年厚生省令第 46 号。以下、本事例において「施行規則」という。）第 1 条の 3 第 2

項第 2号に規定される戸籍の謄本若しくは抄本又は住民票の写しを申請書に添付し、

厚生労働大臣に提出しなければならないとされている。また、法第 5条に規定される

厚生労働省に備える歯科衛生士名簿に歯科衛生士免許に関する事項を登録すること

とされ、施行規則 2条において、本籍地都道府県名、氏名、生年月日等が登録事項と

されている。 

法第 8条の 2第 1項の規定に基づく指定登録機関である一般財団法人歯科医療振興

財団（以下、本事例において「財団」という。）では、戸籍の謄本若しくは抄本又は

住民票の写しに記載されている 3情報によって本人確認を行い、また、試験申込時か

ら登録申請時までに婚姻等により氏名等を変更した者については、戸籍の謄本若しく

は抄本によって旧姓等と現在の姓等の連続性も確認しているとしている。 

このように、氏名等の変更の有無によって提出書類の場合分けを設けること及び氏

名等の変更がない申請者の 3情報の確認を住民票の写しにより行うことについて、財

団は、登録業務において書類の添付ミスによる多少の煩雑性は感じており、登録が遅

れるケースが存在するものの支障は少ないとしている。 

なお、申請者に対し配布しているチェックシートに「（申請書内の）3 の質問「本

籍又は氏名の変更の有無」に、有とした場合は、戸籍の謄本又は抄本を添付して下さ

い。」と記載されており、申請者に注意喚起が行われている。 

（注）当省の調査結果による。 
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本籍地、氏
名、生年月
日

住所地 旧姓と現姓
との連続性

禁治産者・
準禁治産
者、破産者
ではない

成年被後見
人・被保佐
人ではない

日本国籍を
保有

犯歴照会
（本籍情報
から追跡）

親族的身分
関係

1 警察庁 駐車監視員資格者証の交付
の申請

○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□ ○

2 警察庁 自動車運転代行業の認定の
申請

○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□ ○

3 法務省 公証人の任命の申請 ○戸籍謄本等

○ ○

4 法務省 更生保護事業に係る寄附金
募集の許可の申請

○戸籍謄本等

○ ○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

○ ○ ○

5 外務省 一般旅券の発給の申請 ○戸籍謄本等
▲本籍記載のない住民票

○ ▲ ○ ○ ○

6 文部科学省 美術品の登録の申請 ○戸籍謄本等

○

7・8 農林水産省 調教師、騎手（中央競馬）
免許の申請

○戸籍謄本等
◆身分証明書
□登記事項証明書 ○ ◆ □

○
（戸籍記録
者全員の犯
歴確認）

9・10 農林水産省 調教師、騎手（地方競馬）
免許の申請

○戸籍謄本等
◆身分証明書
□登記事項証明書 ○ ◆ □

○
（戸籍記録
者全員の犯
歴確認）

11 国土交通省 耐空検査員の認定の申請 ○戸籍謄本等

○

12 国土交通省 第一種貨物利用運送事業の
登録の申請

○戸籍謄本等

○ ○

13 国土交通省 第二種貨物利用運送事業の
許可の申請

○戸籍謄本等

○ ○

14 国土交通省 一般貨物自動車運送事業の
許可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

15 国土交通省 一般貨物自動車運送事業に
係る輸送の安全に関する業
務の管理の受委託の許可の
申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

16 国土交通省 一般貨物自動車運送事業の
譲渡し及び譲受けの許可の
申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

17 国土交通省 特定貨物自動車運送事業の
許可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

18 国土交通省 特定貨物自動車運送事業に
係る輸送の安全に関する業
務の受委託の許可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

19 国土交通省 特定貨物自動車運送事業の
譲受けの届出

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

20 国土交通省 特定第二種貨物利用運送事
業者に係る輸送の安全に関
する業務の管理の受委託の
許可の申請

○戸籍謄本等

○ ○

21 国土交通省 一般旅客運送事業の許可の
申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

22 国土交通省 一般旅客運送事業の管理の
受委託の許可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

23 国土交通省 一般旅客運送事業の譲渡及
び譲受の許可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

24 国土交通省 特定旅客運送事業の許可の
申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

25 国土交通省 特定旅客運送事業の管理の
委託の届出

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

表2－(2)－ウ　戸籍謄本等の提出を求めることについて一定の合理性があると認められた手続

No. 所管府省 申請手続名 確認書類

確認事項
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本籍地、氏
名、生年月
日

住所地 旧姓と現姓
との連続性

禁治産者・
準禁治産
者、破産者
ではない

成年被後見
人・被保佐
人ではない

日本国籍を
保有

犯歴照会
（本籍情報
から追跡）

親族的身分
関係No. 所管府省 申請手続名 確認書類

確認事項

26 国土交通省 自動車道事業の免許の申請 ○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

27 国土交通省 自動車道事業の管理の受委
託の許可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

28 国土交通省 自動車道事業の譲渡及び譲
受の認可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

29 国土交通省 海事代理士の登録の申請 ○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□

30 国土交通省 建築士（一級）免許の申請 ○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○ ○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□

31 国土交通省 建築士（二級、木造）免許
の申請

○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○ ○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□

32 国土交通省 建築基準適合判定資格者の
登録の申請

○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○ ○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□

33 国土交通省 構造計算適合判定資格者の
登録の申請

○戸籍謄本等
□登記事項証明書

○ ○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

□

34 国土交通省 自動車ターミナル事業の許
可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

35 国土交通省 自動車ターミナル事業の譲
渡及び譲受けの認可の申請

○戸籍謄本等

○

○
（禁治産

者・準禁治
産者）

（注）1　当省の調査結果による。
（注）2　「○」は戸籍謄本等、「▲」は本籍記載のない住民票、「◆」は身分証明書、「□」は登記事項証明書を指す。
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表 2－(2)－ウ－ⅰ 戸籍謄本等の提出を求めることについて一定の合理性があると認められた手続（No.2

の手続） 

府省等名 警察庁 

手続名 自動車運転代行業の認定の申請 

関係法令等 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成13年法律第57号） 

手続の区分 

［参考事例］ 

申請者の欠格事由（成年被後見人又は被保佐人）の該当性を確認するため、戸籍謄本

等の提出を必要としているもの 

概 要 

 

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成 13年法律第 57号。以下、本

事例において「法」という。）第 5条第 1項の規定に基づき、自動車運転代行業を営

もうとする者は、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行令（平成 14 年

政令第 26 号）第 1 条第 1 号イの規定に基づき、申請者が個人である場合は、戸籍の

謄本又は抄本を申請書に添付し、その主たる営業所の所在地を管轄する都道府県公安

委員会に提出しなければならないとされている。 

警察庁では、法第 3条第 1項に規定される自動車運転代行業の欠格事由のうち、成

年被後見人又は被保佐人に該当しないことを、戸籍の謄本又は抄本によって確認する

としている。 

理由として、現行の成年後見制度が施行される平成 12年 3月 31日以前に「禁治産

者」又は「準禁治産者」の宣告を受けた者で、現行の成年後見制度の施行後に後見登

記等ファイルへの移行登記を申請していない者の該当性については、戸籍謄本等によ

る確認が必要なため（注）、個人による自動車運転代行業の認定の申請において、戸

籍の謄本又は抄本の提出が必要であるとしている。 

（注）平成 12年 3月 31日以前は、禁治産者（成年被後見人とみなされる者）・準禁治産者（被保佐

人とみなされる者）については、その内容は本人の戸籍への記載という方法で公示されていたが、

同年 4月 1日以降は、新しい成年後見制度の施行により、その公示方法が戸籍への記載から後見

登記等ファイルへの登記に変更された。 

平成 12年 3月 31日以前に禁治産宣告又は準禁治産宣告を受けていた者は、同年 4月 1 日以

降、それぞれ「成年被後見人」又は「被保佐人」とみなされることとなり、宣告を受けた旨の戸

籍の記載や後見人の権限は引き続き有効であることから、引き続きそれらの証明には戸籍謄本等

が使用できる。 

一方、成年後見登記制度を利用したい場合には、戸籍の記載を後見登記等ファイルに移す移行

登記の申請が可能であり、移行登記終了後、禁治産宣告等の記載のある戸籍は再製される。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ウ－ⅱ 戸籍謄本等の提出を求めることについて一定の合理性があると認められた手続（No.6

の手続） 

府省等名 文部科学省 

手続名 美術品の登録の申請 

関係法令等 美術品の美術館における公開の促進に関する法律（平成10年法律第99号） 

手続の区分 

［参考事例］ 

登録美術品の所有者の相続関係を確認するため、戸籍謄本等の提出を必要としている

もの 

概 要 

 

美術品の美術館における公開の促進に関する法律（平成 10年法律第 99号。以下、

本事例において「法」という。）第 3 条第 1 項に基づき、登録美術品制度（注）を利

用して美術品の登録を受けようとする者は、美術品の美術館における公開の促進に関

する法律施行規則（平成 10年文部省令第 43号。以下、本事例において「施行規則」

という。）第 1条第 3項第 1号の規定に基づき、申請者が個人である場合は戸籍抄本

を申請書に添付して、文化庁長官に提出しなければならないとされている。 

文部科学省では、法第 5条において、登録美術品の所有者について相続があったと

き、相続人は登録美術品の所有者の地位を承継して、その旨を文化庁長官に届け出る

こととされ、施行規則第 5条第 3項第 2号に規定される戸籍謄本を申請書に添付して、

文化庁長官に提出しなければならないとされている。登録申請時に提出された戸籍抄

本と、承継申請時に提出された戸籍謄本を突合することにより、登録美術品の所有者

の相続関係を確認するため、個人による美術品の登録の申請において、戸籍抄本の提

出が必要であるとしている。 

（注）重要文化財や国宝、その他、世界的に優れた美術品を国が登録し、登録した美術品を美術館に

おいて公開する制度。また、登録美術品は、相続が発生した場合、他の美術品とは異なり、国債

や不動産などと同じ順位で物納することが可能となる。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ウ－ⅲ 戸籍謄本等の提出を求めることについて一定の合理性があると認められた手続（No.7、

8の手続） 

府省等名 農林水産省 

手続名 調教師、騎手（中央競馬）免許の申請 

関係法令等 競馬法（昭和23年法律第158号） 

手続の区分 

［参考事例］ 

申請者の欠格事由（禁錮以上の刑に処せられた者）の該当性を確認するため、戸籍謄

本等の提出を必要としているもの 

概 要 

 

競馬法（昭和 23年法律第 158号）に規定される調教師又は騎手は、同法第 16条第

1 項に基づき、日本中央競馬会（以下「競馬会」という。）が免許することとされ、

競馬会の内部規程である日本中央競馬会競馬施行規程（平成 19年理事長達第 28号）

第 48条において、調教師又は騎手の免許試験（臨時試験を除く。）に合格した者は、

合格後直ちに戸籍謄本を理事長に提出しなければならないとされている。 

競馬会では、競馬法施行規則（昭和 29 年農林省令第 55 号）第 22 条に規定される

調教師又は騎手の欠格事由のうち、第 2号の「禁錮以上の刑に処せられた者」及び第

3 号の「競馬法等の規定に違反して罰金の刑に処せられた者」に申請者が該当しない

ことを確認するために、戸籍謄本に記載された本籍地の市町村に申請者の犯歴照会を

行うとしている。 

競馬会を監督する農林水産省は、同条第 10 号に規定される欠格事由の「競馬の公

正かつ安全な実施の確保に支障を生ずるおそれがあると認めるに足りる相当な理由

がある者」に該当するか判断するため、申請者本人と同一戸籍に記録されている全員

の犯歴等の確認を行うことを想定しており、中央競馬の調教師又は騎手免許の申請に

おいて、戸籍謄本の提出が必要であるとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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表 2－(2)－ウ－ⅳ 戸籍謄本等の提出を求めることについて一定の合理性があると認められた手続（No.11

の手続） 

府省等名 国土交通省 

手続名 耐空検査員の認定の申請 

関係法令等 航空法（昭和27年法律第231号） 

手続の区分 

［参考事例］ 

申請者の欠格事由（日本の国籍を有しない者）の該当性を確認するため、戸籍謄本等

の提出を必要としているもの 

概 要 

 

航空法（昭和 27年法律第 231号）第 10条の 2第 1項に規定される耐空検査員（注）

となるためには、国土交通大臣の認定を受けなければならないとされ、航空法施行規

則（昭和 27年運輸省令第 56号。以下、本事例において「施行規則」という。）第 16

条の 7第 2項第 1号の規定に基づき、戸籍抄本を申請書に添付して、国土交通大臣に

提出することとされている。 

国土交通省では、耐空検査員は国土交通大臣が行う耐空証明を代行するものであ

り、施行規則第 16 条の 6 第 1 号において、日本の国籍を有しない者は認定の申請を

することができないとされていることから、申請者の国籍を確認するため、耐空検査

員の認定の申請において、日本の国籍を公証する戸籍抄本の提出が必要であるとして

いる。 

（注）中級滑空機、上級滑空機及び動力滑空機の耐空証明を行う者 

（注）当省の調査結果による。 
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